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会 社 名            ＹＫＫ株式会社                                           上場の有無 非上場 

(URL http://www.ykk.co.jp)                                             本社所在都道府県 東京都 

代 表 者               代表取締役社長 吉田 忠裕 
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米国会計基準採用の有無               無 

 

１．２００６年３月期の連結業績（２００５年４月１日～２００６年３月３１日） 

（１）連結経営成績                                             （注）金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 売上高 営業利益 経常利益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

２００６年３月期 ６１９，６１２ ６．５ ３８，１６２ △１．８ ３３，８２６ ３．９

２００５年３月期 ５８１，９７３ ４．３ ３８，８４９ ２．１ ３２，５５４ ５．５

 

 当期純利益 
１株当たり 

当期純利益 

株主資本 

当期純利益率 
総資本 

経常利益率 
売上高 

経常利益率 

 百万円 ％ 円 ％ ％ ％

２００６年３月期 １８，０３０ △２．７ １４，９５９ ４．１ ４．３ ５．５

２００５年３月期 １８，５２６ △３６.１ １５，４３５ ４．５ ４．２ ５．６

（注）①持分法投資損益 2006年3月期 27百万円 2005年3月期 78百万円  

②期中平均株式数（連結） 2006年3月期 1,198,557.71株 2005年3月期 1,192,212.91株２．期中平 

③会計処理の方法の変更 無 

④売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 

（２）連結財政状態 

 総資産 株主資本 株主資本比率 
１株当たり 

株主資本 

 百万円 百万円 ％ 千円

２００６年３月期 ８１０，０７０ ４６７，３９１ ５７．７ ３８９

２００５年３月期 ７７９，８０３ ４２０，２７７ ５３．９ ３５２

（注）期末発行済株式数（連結） 2006 年 3 月期 1,199,154.72 株 2005 年 3 月期 1,192,200.76 株  

（３）連結キャッシュ・フローの状況 

 
営業活動による 

キャッシュ・フロー 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物

期末残高 

 百万円 百万円 百万円 百万円

２００６年３月期 ５１，６７８ △５０，３７６ △１４，３７４ ８０，２２３

２００５年３月期 ６４，０５６ △３２，６９７ △１３，３９５ ８９，２０８

（４）連結範囲及び持分法の適用に関する事項 

    連結子会社数  121 社    持分法適用非連結子会社数  1 社   持分法適用関連会社数  1 社 

（５）連結範囲及び持分法の適用の異動状況 

    連結 （新規） －社  （除外）  1 社    持分法 （新規）  －社  （除外）  －社 

 

２．２００７年３月期の連結業績予想（２００６年４月１日～２００７年３月３１日） 

 売上高 経常利益 当期純利益 

 百万円 百万円 百万円 

通   期 ６４７，９００ ３９，１００ ２１，６００ 

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期） 17,928 円 

＊上記の予想は、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであります。 

実際の業績は、今後様々な要因によって予想数値と異なる場合があります。 
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１.企業集団の状況 

 
当社の企業集団は、子会社130社及び関連会社5社で構成され、ファスニング、建材、ファス

ニング加工機械及び建材加工機械等の製造・販売を主な事業内容とし、更に各事業に関連する

アルミ地金販売及びその他のサービス等の事業活動を展開しております。なお、一部の関係会

社では複数の事業活動を展開しております。 

当社の企業集団内の各主要事業に係わる位置付け、及び事業の種類別セグメントとの関連は

次のとおりであり、各主要事業と事業の種類別セグメントは同一であります。 

ファスニング： ファスニング製品等を当社、YKK U.S.A.社ほか子会社83社及び関連会社1

社が製造及び販売しており、一部は当社グループ内で仕入れて再販売して

おります。 

建    材： 建材製品をYKK AP㈱ほか子会社19社が製造及び販売しております。 

工    機： ファスニング加工用機械、建材加工用機械ほかを当社ほか子会社4社が製

造し、主に、当社グループ内の各会社に販売しております。 

その他の事業： アルメリカ社ほか子会社 2社がアルミ地金の販売に携わっており、主に当

社グループで輸入しております。YKK コーポレーション・オブ・アメリカほ

か子会社 6 社が在外子会社の事業統轄を行っております。YKK 不動産㈱ほか

子会社 17 社及び関連会社 4 社でその他のサービス等の事業活動を行ってお

ります。 
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関係会社の状況 

(1) 連結子会社 

 

名称 
住所 

国/地域・都市 

資本金又は 
出資金 

(百万円) 

主要な事業 
の内容 

議決権の所有 
又は被所有 
割合(％) 

関係内容 

YKK AP㈱     ※(注)４ 
東京都 
千代田区 

10,000 建材 100.0 
当社グループの建材製品の
製造・販売 

YKK不動産㈱ 
東京都 
千代田区 

180 その他の事業 100.0 当社が不動産を賃借 

YKKファスニング 
プロダクツ販売㈱    ※ 

東京都 
台東区 

470 ファスニング 100.0 
当社が製造するファスナー
製品等を供給 

YKKビジネスサポート㈱  ※ 
富山県 
黒部市 

100 その他の事業 100.0 当社が業務サービスを委託

YKKコーポレーション・ 
オブ・アメリカ     ※ 

アメリカ 
アトランタ(G.A.) 

千米ﾄﾞﾙ
66,000

その他の事業 100.0 北中米子会社の事業統轄 

YKKホールディング・ 
ヨーロッパ社      ※ 

オランダ 
スネーク 

千ﾕｰﾛ
47,830

その他の事業  100.0 
欧州・中東・アフリカ子会社
の事業統轄 

YKKホールディング・ 
アジア社        ※ 

シンガポール 
千ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙﾄﾞﾙ

187,125
その他の事業 100.0 

東南アジア子会社の事業統
轄 

YKK中国投資社      ※ 
中国 
上海 

千米ﾄﾞﾙ
334,000

その他の事業  100.0 東アジア子会社の事業統轄

YKK U.S.A.社      ※ 
アメリカ 
アトランタ(G.A.) 

千米ﾄﾞﾙ
15,000

ファスニング 
100.0 
(100.0) 

当社が製造するファスナー
材料等を供給 

YKK AP アメリカ社    ※ 
アメリカ 
アトランタ(G.A.) 

千米ﾄﾞﾙ
60,000

建材 
100.0 
(100.0) 

当社グループの建材製品の
製造・販売 

YKKトルコ社       ※ 
トルコ 
イスタンブール 

百万ﾄﾙｺﾘﾗ
860,000

ファスニング 
100.0 
(100.0) 

当社が製造するファスナー
材料等を供給 

上海YKKジッパー社    ※ 
中国 
上海 

千米ﾄﾞﾙ
57,000

ファスニング 
100.0 
(100.0) 

当社が製造するファスナー
材料等を供給 

YKK深圳社        ※ 
中国 
深圳 

千米ﾄﾞﾙ
85,000

ファスニング 
100.0 
(100.0) 

当社が製造するファスナー
材料等を供給 

YKK香港社        ※ 
中国 
香港 

千香港ﾄﾞﾙ
10,900

ファスニング 100.0 
当社が製造するファスナー
材料等を供給 

YKK韓国社 
韓国 
ソウル 

百万韓国ｳｫﾝ
5,220

ファスニング 96.6 
当社が製造するファスナー
材料等を供給 

YKK台湾社        ※ 
台湾 
台北 

千台湾ﾄﾞﾙ
450,000

ファスニング   71.9 
当社が製造するファスナー
材料等を供給 

YKKインドネシア社 
インドネシア 
ジャカルタ 

千米ﾄﾞﾙ
6,320

ファスニング 
69.7 
(69.7) 

当社が製造するファスナー
材料等を供給 

YKKアルミニウム・ 
オーストラリア社    ※ 

オーストラリア 
シドニー 

千豪ﾄﾞﾙ
36,925

その他の事業 100.0 
当社グループのアルミ地金
の販売 

 その他103社     

(注) １ 「主要な事業の内容」欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。 

２ 「議決権の所有又は被所有割合」欄の(  )内は、間接所有割合で内数を表示しております。 

３ ※印は、特定子会社であります。 

４ YKK AP㈱については売上高(連結会社相互間の内部売上高を除く)の連結売上高に含める割合

が10％を超えております。 

   主要な損益情報等 (1) 売上高               347,031百万円 

            (2) 経常利益                 7,311百万円 

            (3) 当期純利益                5,023百万円 

            (4) 純資産額              127,200百万円 

            (5) 総資産額              293,418百万円 

(2) 持分法適用関連会社 

 

名称 
住所 

国/地域・都市 
資本金又は 
出資金 

主要な事業 
の内容 

議決権の所有 
又は被所有 
割合(％) 

関係内容 

YKKフィリピン社 
フィリピン 
マニラ 

千ﾌｨﾘﾋﾟﾝﾍﾟｿ
192,000

ファスニング 
50.0 
(50.0) 

当社が製造するファスナー
材料等を供給 

  
(注) １ 「主要な事業の内容」欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。 

２ 「議決権の所有又は被所有割合」欄の(  )内は、間接所有割合で内数を表示しております。 
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２.経営方針 

 

１．会社の経営の基本方針 

当社グループは、ファスニング事業と建材事業を2つの中核事業と位置付けて、日本も含めた全

世界で事業活動を行っており、その経営体制としては、ファスニング事業と建材事業、工機事業の

３事業グループによるグローバル事業経営と、日本を含めて世界６極による地域経営を基本として

います。こうしたグローバル経営の中で自らのアイデンティティを｢公正で安心してお付き合い頂

ける会社｣「真に国際的な会社」「新たな価値を創造する技術の会社」と位置付けております。 

当社グループでは、これまでも経営の使命・方向・主張を表現する経営理念「更なるＣＯＲＰＯ

ＲＡＴＥ ＶＡＬＵＥ（企業価値）を求めて」において、一貫して公正であることをあらゆる経営

活動の基盤としてきました。これからも今まで以上に｢安心してお付き合い頂ける会社｣として、社

会への公正さを追求してまいります。そして、「真に国際的な会社」として認知して頂ける企業を

目指してまいります。また、あらゆる技術を駆使して当社の思想を商品開発に組み込むことによっ

て、より最適なプロセスや部材を提供できる専門メーカーとしての「新たな価値を創造する技術の

会社」を目指してまいります。 

事業環境の変化に対応して、事業構造改革を進めていく一方、中長期にわたり事業の成長・拡大

を図っていくためにも、ファスニング事業の「ＹＫＫ」ブランドと建材事業の「ＹＫＫ ＡＰ」ブ

ランドについて、それぞれの独自の強みを生かし、より一層のブランド強化を図っていく必要があ

ります。ブランドとは商品やサービスだけでなく、当社に対するあらゆる評価の結集であると認識

し、より豊かな満足を消費者の方々に提供することを使命として、更なる努力を続けてまいります。 

 

２．会社の利益配分に関する基本方針 

当社は、株主に対する利益還元を重要な経営方針の一つとして位置付け、企業体質の充実・強化

のために積極的な事業展開を推進しております。配当金につきましては、健全な財務体質を維持・

強化するための内部留保の充実を図りつつ、安定的な配当の継続を基本とし、連結業績等を総合的

に勘案して決定していきたいと考えております。 

 

３．会社の対処すべき課題 

今後の経済動向につきましては、原油価格並びに銅・アルミ地金を主とした原材料価格の高騰な

ど当社グループを取り巻く経営環境は、先行きが不透明で依然として厳しい状況が続くものと予想

しております。 

このような見通しのもと、当社の創業75年・建材事業50年の節目にあたる2008年度の中期経営計

画の達成に向けて、当期よりＹＫＫグループ中期経営方針として、「事業価値の更なる向上」と

「ブランド価値の確立」を掲げました。当期は、その方針に沿って、それぞれの事業が中期事業方

針を策定し、中期事業計画達成に向けての基盤整備に取り組んでまいりました。中期経営計画の第

2年度の2006年度は、2007年度からの｢基盤づくり｣に向けて、基盤整備を仕上げてまいります。 

ファスニング事業では、「伸びゆく需要への更なる挑戦」の中期事業方針に沿って、中国・南ア

ジアといった今後需要の急拡大が見込まれる市場を中心として、事業拡大を図ってまいります。中
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国では、上海ＹＫＫジッパー社の新工場建設、パキスタンでは新会社を設立し、新工場建設に着手

する予定です。また、車両用ファスニング分野における需要創造を図るためＴＦＭ（車両用ファス

ニング製品）事業推進室を2006年度よりスタートさせてまいります。 

建材事業では、「サッシメーカーから窓メーカーへの転換（窓事業の強化）」、「中国建材ビジ

ネスモデルの確立」、「米国住宅建材市場への参入」の中期事業方針に沿って、事業強化を図って

まいります。窓事業の強化に向けては、本年3月1日に窓事業ブランド「ＡＰＷ」の新商品を東京エ

リアにて先行発売いたしました。更なる窓事業の強化に向けて、ショールーム品川のリニューアル

オープン、更には、商品の最終品質を高め、生活者の満足度を高めるため、価値検証センターを建

設してまいります。また、アルミ地金を主とした原材料価格の高騰に対して、2006年4月1日より価

格改定（値上げ）を実施いたしました。 

工機事業では、「技術開発力の強化による価値創造」により、ファスニング事業と建材事業の更

なる事業強化に繋げてまいります。 

 

また、本年2月10日、当社の子会社でありますＹＫＫ ＡＰ㈱の東北事業所が、宮城県警察本部及

び宮城県白石警察署より「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」違反の容疑で捜索を受けましたこ

と、皆様に深くお詫び申し上げます。全社を挙げて再発防止に向けての取り組みを徹底してまいり

ます。 

 

４．コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及びその施策の実施状況 

（１）当社グループは、その企業活動の中で、「他人の利益を図らずして自らの繁栄はない」とい

う『善の巡環』の精神を基本としており、この精神のもと、経営の使命・方向・主張を表現す

る経営理念「更なるＣＯＲＰＯＲＡＴＥ ＶＡＬＵＥ（企業価値）を求めて」において、一貫

して公正であることをあらゆる経営活動の基盤としております。当社グループは、こうした考

えに沿って、より一層の企業価値の向上を図ることを目的としたコーポレート・ガバナンス体

制の充実に取り組んでおります。当社におけるコーポレート・ガバナンスは、経営方針等の重

要事項に関する意思決定機関および監督機関としての取締役会、並びに、監査機関としての監

査役会という機関制度を基本として、執行役員制度により、事業・業務執行を推進する体制を

基本的な考え方としております。 

（２）提出会社の企業統治に関する事項 

①会社の機関の内容 

当社は監査役制度を採用しており、経営と執行の分離により、迅速な事業・業務執行を図

ることを目的として、1999年6月に取締役会の改革と執行役員制度の導入による経営機構改

革を実施しました。 

(a)取締役及び取締役会 

・ 取締役会は、商法で規定される役割に加え、経営方針の策定・経営資源の配分および執

行役員による業務執行の監督等を行っております。 

・ ＹＫＫグループ連結経営の一層の強化を図っていくため、2003年6月より当社取締役会

の構成をＹＫＫ ＡＰ㈱・ファスニング事業本部・工機事業本部およびＹＫＫグループ
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本社から事業執行責任者を取締役に選任し、加えて、コーポレート・ガバナンス強化の

観点から、社外取締役1名を選任しております。 

・ 取締役は、活発かつ十分な議論に基づく的確な意思決定を行うため、員数を10名以内と

し、併せて任期を1年としております。 

・ 取締役がグループ全体最適の実現に向けて専心する一方、執行役員は、取締役会で決定

された方針に基づき、個々の事業・業務を、責任と権限をもって執行することにより、

部門の目標を達成することを最大の役割としております。 

・ 2003年6月には、リスクマネジメント総括取締役を任命し、ＹＫＫグループのＰＬリス

ク、ＩＴリスク、個人情報保護、災害等のハザードリスクに対応する体制を構築しまし

た。 

・ 企業年金基金の運営は、母体企業である当社にとって重要な経営課題であるとの認識

により、2004年4月に年金政策担当取締役を任命しました。 

・ 2005年4月にはＣＦＯ（最高財務責任者）およびＣＲＯ（最高リスクマネジメント責任

者）を任命し、更なる連結経営の強化を図っております。 

(b)取締役会委員会 

ＹＫＫグループの重要な政策を立案・検討する機関として、2003年4月より次の委員会

を当社取締役会委員会として明確に位置付けました。 

・ 中国政策委員会 

・ 環境政策委員会 

・ 新規事業検討委員会 

(c)グループ執行役員制度の導入 

ＹＫＫグループは、ファスニング事業・建材事業・工機事業の３事業グループによるグ

ローバル事業経営に加えて、日本を含めた世界６極による地域経営を推進しています。

こうしたＹＫＫグループ連結経営体制において、従来の執行役員制度に加えて、ＹＫＫ

グループの企業価値の更なる向上を図ることを目的として、2004年4月より中核会社およ

び６極地域経営の事業統括会社等の執行責任者の中から、グループ執行役員を選任して

おります。 

(d)アドバイザリーボードの設置 

社外の有識者から、社長および関係取締役が経営全般および重要経営課題に関する助

言を受けることを目的として、2001年7月よりアドバイザリーボードを設置しております。 

②内部統制システムの整備の状況及びリスク管理体制の整備の状況 

2006年5月24日開催の取締役会において、内部統制システムの整備に関する決議を以下の

内容にて行いました。 

    (a)取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他株式会

社の業務の適正を確保するために必要なものとして法務省令で定める体制の整備 

     ・取締役は、取締役会規定、取締役執務規定を遵守し、職務分掌に基づいて適切な業務執

行を行います。 

     ・コンプライアンス担当取締役を任命し、ＹＫＫグループのコンプライアンス体制の整備

を図ります。コンプライアンス担当取締役は、コンプライアンス体制の整備・遵守の状
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況等につき、取締役・監査役に報告を行います。（2006 年 4 月度取締役会でコンプラ

イアンス体制及び担当取締役を決議） 

     ・取締役は弁護士等によるコンプライアンス研修を定期的に受講し、取締役の職務遂行に

おいて法令を遵守する旨の誓約書を会社に提出しております。（2006 年 3 月より実

施）  

    (b)取締役の職務遂行に係る情報の保存及び管理に関する体制 

     ・文書管理規定・機密情報管理規定等の社内規定に基づき、重要な文書（電磁的記録含

む）の保存年限を定め、適切な文書管理を実施しております。 

     ・取締役会、経営戦略会議等の重要な会議の議事録については、議事の経過の要領、その

結果および重要な発言内容等を的確に記載し、所管部門が、各会議規定に基づき適切

に保存・管理しております。 

(c)損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

・ ＣＲＯ（最高リスクマネジメント責任者）を任命し、ＹＫＫグループにおけるハザード

リスクに対応するため、ＰＬ委員会、情報化政策委員会、輸出貿易管理委員会、個人情

報保護連絡会、技術流出防止連絡会の各種委員会を設置し、規定の整備とその運用を図

っております。（2003 年 6 月リスクマネジメント総括取締役任命・2005 年 4月ＣＲＯ

任命） 

     ・ＣＦＯ（最高財務責任者）を 2005 年 4 月に任命し、ＹＫＫグループの財務リスク管理

基本方針に基づいて、財務リスクを適切に管理しております。投資リスクに対しては、

ＣＦＯが委員長となり 2006 年 2 月に投資審議会を設置し、ＹＫＫグループにおける投

資リスクを適切に管理する体制を構築しております。また、ＣＦＯは財務報告に係る内

部統制体制の構築に向けて、自らがプロジェクトリーダーとなり、2006 年 2 月よりプ

ロジェクトを発足・推進しております。 

     ・ハザードリスクの発生時の対応については、危機管理対策本部が中心となって、「ハザ

ードリスク対応ガイドライン」を作成し、適切かつ迅速な対応を行うよう規定しており

ます。（2005 年 4 月制定） 

    (d)取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

     ・経営と執行の分離により迅速な事業・業務執行を図ることを目的として、1999 年 6 月

に執行役員制度を導入いたしました。これにより、取締役はグループ全体最適の実現

に向けて専心する一方、執行役員は取締役会で決定された方針に従い、個々の事業・

業務を責任と権限をもって執行しております。 

     ・取締役会のもとに中国政策委員会・環境政策委員会・新規事業検討委員会を 2003 年 4

月に設置し、それぞれの専門的見地から、ＹＫＫグループの重要な政策の検討・立案

を行っております。 

     ・経営戦略会議を 2003 年 7 月に設置し、ＹＫＫグループの経営理念・経営方針・経営戦

略及び重要な取締役会決議事項等に関して充分な討議を行い、その審議を経て取締役会

の決議を行うことにより、取締役会における審議の効率化を図っております。 

    (e)使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 
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・ コンプライアンス担当執行役員のもとに経営企画室コンプライアンス推進グループを設置し、コ

ンプライアンス社外アドバイザーと連携して、ＹＫＫグループのコンプライアンス体制の整備を

図ります。 

具体的には、                                        

１．従業員に対する定期的な研修会の実施による意識改革への取り組み 

２．報告・相談体制の整備                                 

３．懲戒委員会の設置・運営                               

４．モニタリング機能の整備  

を行います。 

     ・法令違反、社内規則違反等の発生の抑止と通報者の保護を目的として、ＹＫＫグループ

内部通報制度を設置しております。（2006 年 1 月設置） 

     ・内部監査部門として監査室を 2003 年 4 月に設置し、内部監査の実施に際しては、他の

部門スタッフ等との連携を図ることにより、適切な体制をとっております。 

(f)当該株式会社並びにその親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保

するための体制 

     ・ＹＫＫグループ連結経営体制において、中核会社及び世界６極地域経営の地域統括会社

等の執行責任者の中からグループ執行役員を任命することにより、各地域統括会社がグ

ループ本社の出先機関として、子会社の業務が適正に執行されるよう管理・監督する体

制をとっております。（2004 年 4 月よりグループ執行役員を任命） 

     ・子会社が執行する業務のうち重要事項については、取締役会規定に基づき、当社の取締

役会で決議しております。 

     ・取締役会において、毎月担当取締役から連結月次業績報告を受けることにより、子会社

の経営成績および財政状態を適切に把握しております。 

(g)監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関

する事項及びその使用人の取締役からの独立性に関する事項 

     ・監査役がその職務を補助すべき従業員を必要とする場合、監査室およびグループ本社各

部門スタッフが監査役の指揮命令下において適宜その職務の遂行を補助いたします。 

     ・監査役の職務の補助を行う従業員の補助業務の遂行期間中の異動および評価については、

監査役の同意を必要とします。   

(h)取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他監査役への報告に関する体制

及びその他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

     ・内部通報制度で重大な法令違反行為が発覚した場合、「ＹＫＫグループ内部通報制度事

務局」は、監査役に通報内容と調査結果を報告します。 

・監査役は、業務執行の状況を把握するため、取締役会および執行役員会に出席してお

ります。 

・取締役社長は、監査役との意見交換を行うため、監査役報告会を定期的に実施しており

ます。（2006 年 5 月より） 
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・監査役は重要な国内子会社の監査役を兼任し、その他の国内子会社の監査役は、当社の

監査役と連携して、監査を実施しております。これにより、ＹＫＫ国内グループ全体の

監査が実効的に行われる体制を確保しております。また、海外の重要な子会社について

も実際に現地に赴き、定期的に監査を実施しております。 

③役員報酬の内容 

当社における役員報酬は、短期報酬としての月額報酬と安定配当を重視した配当基本方針

との整合性を勘案した役員賞与金及び長期報酬としての退職慰労金で構成しております。 

当事業年度における報酬の額は次のとおりであります。 

取 締 役 監 査 役 計 
区      分 

支給人員 支給額 支給人員 支給額 支給人員 支給額 
摘 要 

定款又は株主総会

決議に基づく報酬

名 

9 

百万円

256 

名

4 

百万円

41 

名 

13 

百万円 

297  
(注)1、2 

利益処分による 

役員賞与 

 

9 51 

 

4 3 

 

13 

 

55  
 

計  308  44  352   

（注）１．株主総会決議による報酬限度額（取締役は商法第269条第1項第1号の報酬、監査役は

商法第279条の報酬）は、取締役の報酬額（執行役員兼務取締役の執行役員給与相当額

を含む）が、月額 30百万円（2005年6月29日開催第70回定時株主総会決議）、監査役

の報酬額は月額4百万円（1996年6月27日開催第61回定時株主総会決議）です。 

２．株主総会決議による報酬のうち、社外取締役の支給人員は1名、支給額は7百万円、社

外監査役の支給人員は3名、支給額は26百万円です。 

３．期末現在の人員は次のとおりであります。 

取締役       9名 

監査役       4名 

④監査報酬の内容 

①当社の新日本監査法人への公認会計士法（昭和23年法律第103

号）第2条第1項に規定する業務に基づく報酬 
27百万円

②上記以外の報酬 なし

 

⑤内部監査及び監査役監査の状況 

     (a) 監査役監査 

・ 当社の監査役は4名でうち半数以上が社外監査役であります。 

・ 監査役は取締役社長と意見交換を行うため、監査役報告会を定期的に実施しております。 

・ 監査役は重要な国内子会社の監査役を兼任し、その他の国内子会社の監査役は、当社の

監査役と連携して、監査を実施しております。これにより、ＹＫＫ国内グループ全体の

監査が実効的に行われる体制を確保しております。また、海外の重要な子会社について

も実際に現地に赴き、定期的に監査を実施しております。 

・ 監査役がその職務を補助すべき従業員を必要とする場合、監査室等のスタッフが監査役

の指揮命令下において適宜その職務の遂行を補助いたします。 
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(b)内部監査 

・ 内部監査部門として2003年4月に監査室を設置し、人員は3名であります。 

・ 監査役4名による法定監査に加え、監査室による業務監査・コンプライアンス監査等の

内部監査を実施し、より充実した監査体制としております。 

・ 内部監査を行うにあたっては、監査室だけでなく、他の部門スタッフ等と連携を図るこ

とにより、実効を伴った内部監査を実施しております。 

 

⑥社外取締役および社外監査役と当社との関係 

社外取締役 柳田 幸男は、柳田野村法律事務所の代表者であり、当社は同事務所からリー

ガルサービスを受けていますが、同事務所としての定型的な取引であり、社外取締役個人が直

接利害関係を有するものではありません。 

また、社外監査役と当社との取引関係はありません。 

 

⑦会計監査の状況 

    当社の会計監査業務を執行した公認会計士は松本義之・四月朔日丈範(継続監査年数17年)・

中村雅一であり、新日本監査法人に所属し、中間・期末・期中において適宜監査が実施され

ております。当社の会計監査業務に係る補助者は、公認会計士10名であります。 
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３.経営成績及び財政状態 

 

（１）経営成績 

当期における世界経済は、米国と中国を中心に拡大基調を強めました。我が国でも景気回

復が鮮明となる一方、原油高と原材料価格の高騰により、この先の経営環境に不透明感を漂

わせた年でした。 

このような環境のもと、当社グループでは、当期をＹＫＫの創業 75 年・建材事業 50 年

の節目にあたる 2008 年度の中期経営計画達成に向けてスタートする年と位置付け、事業を

推進してまいりました。その結果、当期における連結業績は、売上高はファスニング事業、

建材事業、工機事業ともに前年を上回ったことにより、前期比 6.5％増の 619,612 百万円と

増収となりました。一方、利益面では、銅・アルミ地金を主とした原材料価格の高騰をコ

ストダウン・合理化等による原価低減で吸収できず、営業利益は、前期比 1.8%減の 38,162

百万円と減益となりました。経常利益は、為替差益の増加などにより前期比3.9%増の 33,826

百万円と増益となりました。当期純利益は、｢固定資産の減損会計｣の適用が義務付けられ

たことにより、固定資産の減損損失 3,229 百万円を特別損失として計上したため、前期比

2.7%減の 18,030 百万円と前期を下回る結果となりました。 

 
事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりであります。 

①ファスニング事業 

   当期のファスニング事業は、経済のグローバル化による日米欧の消費国から中国を中心と

したアジア地域への縫製業の移転が加速する中、アジア地域の供給・サービス体制の一層の

強化を図ってまいりました。その結果として、売上高（セグメント間の内部売上を含む）は、

日本・東アジア・ＡＳＡＯ（アセアン・南アジア・大洋州地域）地域が好調に推移したこと

により前期比 11.3%増の 235,937 百万円となりました。一方、営業利益は、日本・東アジア・

ＡＳＡＯ（アセアン・南アジア・大洋州地域）地域が大きく収益を伸ばしたものの、銅を主

とした原材料価格高騰の影響により、前期比 0.9%増の 32,692 百万円となりました。 

  ②建材事業 

   当期の建材事業は、国内ではビル建材事業の受注が低迷したものの、住宅建材事業が新商

品による付加価値向上等により好調に推移しました。海外では、米国が前期に引き続き好調

に推移いたしました。その結果、建材事業の売上高（セグメント間の内部売上を含む）は、

前期比 3.4%増の 376,523 百万円、営業利益は、アルミ地金価格・原油価格の高騰を、コス

ト削減・合理化等による原価低減・海外建材事業の大幅な収益改善で吸収し、前期比 1.5%

増の 8,654 百万円となりました。なお、海外建材事業は、米国が牽引役となり、前期の 17

億円の赤字から、5億円へと黒字転換を図ることができました。 

  ③工機事業 

 当期の工機事業は、アジアを中心としたファスニング事業の設備需要の増大により、売
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上高・営業利益ともに好調に推移し、売上高（セグメント間の内部売上を含む）は、前期

比 7.0%増の 35,193 百万円、営業利益は、前期比 10.0%増の 3,650 百万円となりました。 

  ④その他 

 米国・オーストラリアで事業参画しているアルミ精錬事業が堅調に推移したこと等により、

売上高（セグメント間の内部売上を含む）は、前期比14.5%増の36,629百万円、営業利益は、

精錬事業の原材料高騰・中国における統括機能強化に向けての基盤整備費用の増加などによ

り前期比31.2%減の1,206百万円となりました。 

 

  所在地別セグメントの業績は、次のとおりです。 

①日本 

ファスニング事業においては、国内販売は、継続的なアジアへの縫製業の移転に加えボ

タン使いの流行等もありファスナー販売が減少しましたが、高付加価値商品の販売やパッ

ク販売強化による副資材の販売増並びにアジア向けの輸出販売も増加し、増収となりまし

た。利益面では銅を主とした原材料価格の高騰もあり減益となりました。建材事業では、

ビル建材事業の受注が低迷したものの、住宅建材事業が新商品による付加価値向上等によ

り好調に推移し増収となりました。利益面ではアルミ地金価格・原油価格の高騰を、コス

ト削減・合理化等による原価低減で吸収できず減益となりました。その結果、売上高（セ

グメント間の内部売上を含む）は、453,769百万円と前期に比べ9,629百万円（+2.2%）の増

収となりましたが、営業利益では、25,113百万円と前期に比べ2,256百万円（△8.2%）の減

益となりました。 

 

②北中米 

ファスニング事業においては、米国内縫製業の海外地域への移行が進み、原材料価格の

高騰といった影響を受けたものの、前期の構造改革の奏効、為替換算レートの影響もあり、

増収増益となりました。建材事業では、好調な販売に支えられ大幅な増収増益となりまし

た。その結果、売上高（セグメント間の内部売上を含む）は、61,728百万円と前期に比べ

9,389百万円（+17.9%）の増収、営業利益は、1,239百万円と前期に比べ282百万円（+29.6%）

の増益となりました。 

 

③南米 

ファスニング事業においては、対米ドルの通貨高による輸出競争力の低下と中国からの

安価な輸入品の増大による国内市場の低迷を受けて、現地通貨ベースでは減収となり、利

益面でも大幅な減益となりました。為替換算レートの影響があり、円換算後の売上高（セ

グメント間の内部売上を含む）は、9,233百万円と前期に比べ999百万円（+12.1%）の増収

となりましたが、営業利益については、1,483百万円と前期に比べ533百万円（△26.4%）と

大幅な減益となりました。 
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④ＥＭＥＡ（欧州・中東・アフリカ地域） 

ファスニング事業においては、前期に引き続き縫製業の欧州域外への移転、輸入品への

置き換え等が進み厳しい状況となりました。その結果、売上高（セグメント間の内部売上

を含む）は、48,877百万円と前期に比べ834百万円（△1.7%）の減収、営業利益は、4,652

百万円と前期に比べ170百万円（△3.5%）の減益となりました。 

 

⑤東アジア 

ファスニング事業においては、中国縫製業の市場拡大に対し、継続して供給・サービス

体制の強化を実施したことにより、増収増益となりました。建材事業は、中国建材ビジネ

スモデルの構築・基盤整備を推し進め、大幅な収益の改善となりました。その結果、売上

高（セグメント間の内部売上を含む）は、92,724百万円と前期に比べ21,136百万円（+29.5%）

の増収、営業利益は、10,367百万円と前期に比べ1,071百万円（+11.5%）の増益となりまし

た。 

 

⑥ＡＳＡＯ（アセアン・南アジア・大洋州地域） 

ファスニング事業においては、インド・バングラデシュ等の南アジア地域の販売が順調

に推移したことに加え、ベトナム等の新興成長国における販売が好調であったことから、

増収増益となりました。建材事業では、シンガポール、インドネシアの収益性が改善しま

した。また、オーストラリアのアルミ精錬事業においても相場の高騰などにより増収増益

となりました。その結果、売上高（セグメント間の内部売上を含む）は、48,105百万円と

前期に比べ8,105百万円（+20.3%）の増収、営業利益は、4,237百万円と前期に比べ1,022百

万円（+31.8%）の大幅な増益となりました。 

 

（２）財政状態 

当連結会計年度末の総資産は、前連結会計年度末(以下「前期末」という)比30,267百万円

(+3.9％)増加して、810,070百万円となりました。流動資産は同9,180百万円(+2.4％)増加の

384,786百万円、固定資産は同21,087百万円(+5.2％)増加の425,284百万円となりました。 

流動資産増加の主な要因は、受取手形及び売掛金、たな卸資産の増加によります。 

固定資産のうち有形固定資産は、前期末比14,396百万円(＋4.7％)増加の321,382百万円と

なりました。投資有価証券は、前期末比11,882百万円(+38.7％)増加の42,573百万円となり

ました。この増加は、上場株式の株価回復による時価評価差益の増加によります。 

当連結会計年度末の負債の合計は、前期末比15,860百万円(△4.5％)減少の332,947百万円

となりました。流動負債は前期末比11,653百万円(△5.5％)減少の201,425百万円、固定負債

は同4,207百万円(△3.1％)減少の131,521百万円となりました。 

流動負債は、有利子負債(短期借入金、１年内返済予定の長期借入金、１年内償還予定の

社債、従業員等預り金)が、前期末比1,569百万円(＋2.2％)増加の73,306百万円となりまし

たが、支払手形及び買掛金が、前期末比13,025百万円(△15.6％)減少の70,290百万円となり、
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流動負債合計では、大きく減少しました。固定負債は、退職給付引当金が前期比5,726百万

円(＋6.2％)増加の97,627百万円となりましたが、社債が同10,000百万円(△33.3％)減少の

20,000百万円となり、固定負債合計では同4,207百万円(△3.1％)減少の131,521百万円とな

りました。 

当連結会計年度末の資本は、前期末比47,114百万円(+11.2％)増加して、467,391百万円と

なりました。主な要因は、利益剰余金とその他有価証券評価差額金の増加、並びに為替換算

レートの円安による為替換算調整勘定の減少であります。この結果、自己資本比率は、前期

末の53.9％から57.7％となりました。１株当たり純資産額は、前期末の352千円から389千円

となりました。 

 

（3）キャッシュ・フローの分析 

  営業活動によるキャッシュ・フロー 

当連結会計年度に得られた営業活動によるキャッシュ・フローは51,678百万円と前

連結会計年度に比べ12,378百万円（△19.3％）減少しました。主な要因は、売上債権

の増加額が前連結会計年度の増加額に比べ増加したこと、仕入債務の増加額が前連結

会計年度に比べ減少したこと等によるものです。税金等調整前当期純利益と非資金項

目である減価償却費を合計した額は、70,988百万円となっており前連結会計年度に引

き続き安定したキャッシュ・フローを営業活動より得ております。 

 

投資活動によるキャッシュ・フロー 

   当連結会計年度における投資活動の結果使用したキャッシュ・フローは50,376百万

円と前連結会計年度に比べ17,679百万円増加しました。主な要因は、海外での事業拡

大に伴う投資、合理化・省力化・ＩＴ関連投資を中心に前連結会計年度に比べ125億円

増加の543億円の設備投資を行ったことによります。ファスニング事業では、アジア地

域の供給力強化のため、上海、深圳、インドでの生産設備の増強、建材事業では、中

国蘇州におけるカーテンウォール事業設備が主な設備投資であります。 

 

財務活動によるキャッシュ・フロー 

当連結会計年度における財務活動の結果使用したキャッシュ・フローは14,374百万

円と前連結会計年度に比べ979百万円と微増となりました。主な要因は社債などの有

利子負債の削減を前連結会計年度並みに行った結果であり、財務体質を強固にするた

めの有利子負債の削減を当期も引き続き行いました。また、重要な経営方針の一つで

ある株主に対する利益還元では、従来の安定的な配当の継続を基本に、前連結会計年

度と同等の2,386百万円の配当金支払を行いました。 

 

  これらの活動の結果により、現金及び現金同等物の残高は、前連結会計年度末に比べ

8,985百万円減少し、当連結会計年度末には80,223百万円となりました。 
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（４）事業等のリスク 

当社グループの財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性のあるリスクには以下のよ

うなものがあります。なお、本項においては将来に関する事項が含まれておりますが、当該

事項は当連結会計年度末現在において判断したものであります。 

（1）国際的活動及び海外進出に潜在するリスク 

  当社グループは北中米、南米、欧州・中東・アフリカ、アジア地域の世界70カ国・地

域に進出し事業を営んでおります。これらの国・地域においては、政治的不安、テロ・

戦争その他の要因による社会的混乱などによる影響を受けます。事業推進・展開におい

て不利な事象が発生した場合、当社グループの業績に悪影響を及ぼす可能性があります。 

（2）経済状況 

  当社グループの事業は、競合他社が製造あるいは販売を行う様々な国・地域における

市場の縮小あるいは価格競争などの経済状況により影響を受ける可能性があります。ま

た、市場の需給関係により価格が決定される原材料関係の価格高騰により、当社グルー

プの業績に悪影響を及ぼす可能性があります。 

（3）為替レートの変動 

  当社グループの現地通貨建ての売上、費用、資産等の項目は、連結財務諸表作成のた

めに円換算されており、現地通貨における価値に変動がない場合でも、為替レートの変

動によって、円換算後の財政状態及び損益状況に影響を与える可能性があります。 

（4）保有株式の株価下落 

  当社グループが保有している上場株式に関して、その株価が大幅に下落した場合には、

保有株式の減損又は評価損が発生し、当社グループの業績に悪影響を与える可能性があ

ります。 

（5）退職給付債務 

  当社グループの退職給付費用及び退職給付債務は、数理計算上の前提条件と実際の結

果が異なった場合や前提条件が変更された場合、認識される費用及び債務に影響を与え

ます。特に割引率の低下や運用利回りの悪化は、当社グループの業績と財政状態に悪影

響を及ぼす可能性があります。 

（6）事業再編損失 

  当社グループは、その企業価値の増大を図るため不採算事業からの撤退や国際水平分

業体制の推進、コスト削減策の実行等、事業構造改革を実施することにより、収益力の

向上に努めておりますが、その推進に伴い特別損失が発生する可能性があります。 

（7）製品の欠陥 

  当社グループは、世界中の工場で当社の品質管理基準に従って各種の製品を製造して

おりますが、製品に欠陥が発生し重大な製造物責任賠償が発生した場合、当社グループ

の業績と財政状態に悪影響を及ぼす可能性があります。 
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（8）公的規制 

  当社グループは、事業展開する国・地域において、事業・投資の許可を得ており、当

該国・地域の政府規制を受けております。また、通商、独占禁止、知的財産、消費者、

租税、環境関連の法規制などの適用も受けております。これらの規制により当社グルー

プの活動が制限される可能性があり、また、規制を遵守できなかった場合は、当社グル

ープの業績と財政状態に悪影響を及ぼす可能性があります。 

（9）自然災害 

  当社グループは、地震等の自然災害によって、当社グループの製造拠点及び設備等が

損害を被った場合、当社グループの操業が中断し、生産及び出荷が遅延することにより

売上高が低下し、さらに、製造拠点等の修復又は代替のために費用を要することとなる

可能性があります。 

（10）ＩＴリスク 

  当社グループは、数々の情報システムを開発し、運用しています。 

  ＩＴリスクに関してリスク分析を行い、権限責任の適切な配分、チェック体制の確

立、また外部からの侵入に対する方策を講じておりますが、不正アクセス、コンピュ

ーターウィルスの侵入による取引先情報の漏洩、データの消失・改ざんの可能性があ

ります。 

  重要な情報の流出・消失・改ざんが起こった場合、当社グループの業績に悪影響を

及ぼす可能性があります。 

（11）その他 

  当社並びに当社の欧州地域の子会社２社は、ファスニング事業分野におけるＥＵ競

争法侵害の調査を欧州委員会より受けております。この調査の過程において、欧州委

員会より「異議告知書」が送達され、現在その内容について相互に調査中であります。 
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４．連結財務諸表等 

 

(1) 【連結財務諸表】 

① 【連結貸借対照表】 

 

 
前連結会計年度 
(2005年３月31日) 

当連結会計年度 
(2006年３月31日) 

増減 

区分 金額(百万円) 
構成比 
(％) 

金額(百万円) 
構成比 
(％) 

金額(百万円)

(資産の部)  

Ⅰ 流動資産  

 １ 現金及び預金 81,623 80,889  △734

 ２ 受取手形及び売掛金 141,238 150,460  9,221

 ３ 有価証券 10,049 1,544  △8,504

 ４ たな卸資産 126,668 135,366  8,697

 ５ 繰延税金資産 10,195 9,994  △200

 ６ その他 10,377 10,746  368

   貸倒引当金 △4,546 △4,215  331

   流動資産合計 375,606 48.2 384,786 47.5 9,180

Ⅱ 固定資産  

 (1) 有形固定資産  

  １ 建物及び構築物 326,444 338,304  11,859

    減価償却累計額 △196,390 △204,074  △7,683

  ２ 機械装置及び運搬具 430,268 453,584  23,315

    減価償却累計額 △339,901 △352,719  △12,818

  ３ 土地 66,411 63,549  △2,861

  ４ 建設仮勘定 7,793 7,616  △177

  ５ その他 65,659 71,604  5,944

    減価償却累計額 △53,301 △56,483  △3,182

   有形固定資産合計 306,985 39.4 321,382 39.7 14,396

 (2) 無形固定資産  

  １ 営業権 224 183  △41

  ２ 連結調整勘定 2,502 1,475  △1,027

  ３ その他 9,757 10,307  549

   無形固定資産合計 12,484 1.6 11,966 1.5 △518

 (3) 投資その他の資産  

  １ 投資有価証券 30,690 42,573  11,882

  ２ 長期貸付金 477 479  1

  ３ 繰延税金資産 35,345 37,893  2,547

  ４ その他 24,481 15,687  △8,793

    貸倒引当金 △6,268 △4,697  1,571

   投資その他の資産合計 84,727 10.8 91,936 11.3 7,208

   固定資産合計 404,197 51.8 425,284 52.5 21,087

   資産合計 779,803 100.0 810,070 100.0 30,267
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前連結会計年度 
(2005年３月31日) 

当連結会計年度 
(2006年３月31日) 

増減 

区分 金額(百万円) 
構成比 
(％) 

金額(百万円) 
構成比 
(％) 

金額(百万円)

(負債の部)  

Ⅰ 流動負債  

１ 支払手形及び買掛金 83,315 70,290  △13,025

２ 短期借入金 26,499 29,021  2,522

３ 一年内返済予定の 
  長期借入金 

1,679 372  △1,307

４ 一年内償還予定の社債 10,393 10,000  △393

５ 未払法人税等 8,102 7,472  △630

６ 繰延税金負債 271 158  △113

７ 賞与引当金 15,072 14,117  △955

８ 従業員等預り金 33,164 33,912  747

９ その他 34,577 36,080  1,502

流動負債合計 213,078 27.3 201,425 24.9 △11,653

Ⅱ 固定負債  

１ 社債 30,000 20,000  △10,000

２ 長期借入金 3,043 2,706  △336

３ 繰延税金負債 4,419 4,389  △29

４ 退職給付引当金 91,900 97,627  5,726

５ 役員退職慰労引当金 1,004 1,135  130

６ その他 5,360 5,662  301

固定負債合計 135,728 17.4 131,521 16.2 △4,207

負債合計 348,807 44.7 332,947 41.1 △15,860

(少数株主持分)  

少数株主持分 10,719 1.4 9,732 1.2 △987

(資本の部)  

Ⅰ 資本金 11,922 1.5 11,992 1.5 69

Ⅱ 資本剰余金 33,081 4.3 34,938 4.3 1,856

Ⅲ 利益剰余金 407,099 52.2 421,722 52.1 14,623

Ⅳ その他有価証券評価差額金 6,261 0.8 13,038 1.6 6,777

Ⅴ 為替換算調整勘定 △38,084 △4.9 △14,296 △1.8 23,788

Ⅵ 自己株式 △2 △0.0 △2 △0.0 △0

資本合計 420,277 53.9 467,391 57.7 47,114

負債、少数株主持分 
及び資本合計 

779,803 100.0 810,070 100.0 30,267
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② 【連結損益計算書】 
 

 
前連結会計年度 

(自 2004年４月１日 
至 2005年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 2005年４月１日 
至 2006年３月31日) 

増減 

区分 金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円)
百分比 
(％) 

金額(百万円) 
増減率
(％) 

Ⅰ 売上高 581,973 100.0 619,612 100.0 37,639 6.5

Ⅱ 売上原価 379,424 65.2 410,032 66.2 30,607 8.1

   売上総利益 202,548 34.8 209,579 33.8 7,031 3.5

Ⅲ 販売費及び一般管理費 163,699 28.1 171,417 27.6 7,718 4.7

   営業利益 38,849 6.7 38,162 6.2 △687 △1.8

Ⅳ 営業外収益 3,348 0.6 5,374 0.9 2,025 60.5

 １ 受取利息 691 1,153 462 

 ２ 受取配当金 245 212 △33 

 ３ 投資有価証券評価損 
   戻入額 

1 2 1 

 ４ 為替差益 ― 998 998 

  ５ 持分法による投資利益 78 27 △50 

 ６ 雑収入 2,331 2,980 648 

Ⅴ 営業外費用 9,644 1.7 9,710 1.6 66 0.7

 １ 支払利息 2,147 2,180 32 

 ２ たな卸資産廃棄損 3,730 3,075 △655 

 ３ 為替差損 114 ― △114 

 ４ 雑損失 3,651 4,455 803 

   経常利益 32,554 5.6 33,826 5.5 1,271 3.9

Ⅵ 特別利益 2,533 0.4 3,071 0.5 538 21.2

１ 貸倒引当金戻入額 ― 994 994 

 ２ 固定資産売却益 1,779 1,660 △119 

 ３ 会計基準変更時 
   差異処理額 

360 ― △360 

 ４ その他 393 416 23 

Ⅶ 特別損失 6,432 1.1 8,661 1.4 2,229 34.7

 １ 固定資産売却損 1,032 119 △913 

 ２ 固定資産除却損 2,623 1,897 △725 

 ３ 在外子会社固定資産評価
損 

2,056 ― △2,056 

４ 減損損失 ― 3,229 3,229 

５ 事業再編損失 ― 1,143 1,143 

 ６ その他 720 2,271 1,551 

   税金等調整前当期純利益 28,655 4.9 28,235 4.6 △419 △1.5

   法人税、住民税 
   及び事業税 

14,993 2.6 15,901 2.6 908 6.1

   法人税等調整額 △6,120 △1.1 △6,499 △1.0 △378 6.2

   少数株主利益 1,255 0.2 803 0.1 △452 △36.0

   当期純利益 18,526 3.2 18,030 2.9 △496 △2.7
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③ 【連結剰余金計算書】 

 

 
前連結会計年度 

(自 2004年４月１日 
 至 2005年３月31日)

当連結会計年度 
(自 2005年４月１日 
 至 2006年３月31日)

増減 

区分 金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

(資本剰余金の部) 

Ⅰ 資本剰余金期首残高 33,081 33,081 ―

Ⅱ 資本剰余金増加高 ― 1,856 1,856

１ 株式交換による新株の発
行 

― 1,837 1,837

２ 自己株式処分差益 ― 19 19

Ⅲ 資本剰余金期末残高 33,081 34,938 1,856

(利益剰余金の部) 

Ⅰ 利益剰余金期首残高 391,037 407,099 16,061

Ⅱ 利益剰余金増加高 18,537 18,030 △507

 １ 当期純利益 18,526 18,030 △496

 ２ 在外子会社の資産 
   再評価に係る増加高 

10 ― △10

Ⅲ 利益剰余金減少高 2,475 3,406 930

 １ 配当金 2,384 2,384 △0

 ２ 役員賞与 
   (うち監査役賞与) 

91
(5)

125
(5)

33
(0)

 ３ 在外子会社の年金会計に
係る未積立債務 

― 896 896

Ⅳ 利益剰余金期末残高 407,099 421,722 14,623
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④ 【連結キャッシュ・フロー計算書】 
 

 
前連結会計年度 

(自 2004年４月１日 
至 2005年３月31日)

当連結会計年度 
(自 2005年４月１日 
至 2006年３月31日) 

増減 

区分 金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー  

 １ 税金等調整前当期純利益 28,655 28,235 △419

 ２ 減価償却費 40,878 42,752 1,874

 ３ 減損損失 ― 3,229 3,229

 ４ 連結調整勘定償却額 1,109 925 △184

 ５ 貸倒引当金の増減額(減少：△) △1,459 △2,128 △668

 ６ 退職給付引当金の増減額(減少：△) 5,165 4,110 △1,055

 ７ 受取利息及び受取配当金 △937 △1,365 △428

 ８ 支払利息 2,147 2,180 32

 ９ 持分法による投資損益(投資利益：△) △78 △27 50

 10 投資有価証券評価損(戻入額：△) △0 9 10

 11 有形固定資産除却損 2,617 1,897 △720

 12 有形固定資産売却損益(売却益：△) △747 △1,540 △793

 13 在外子会社固定資産評価損 2,056 ― △2,056

 14 売上債権の増減額(増加：△) △3,026 △5,255 △2,229

 15 たな卸資産の増減額(増加：△) △95 495 590

 16 仕入債務の増減額(減少：△) 3,652 △4,858 △8,510

 17 その他 △2,486 2,059 4,546

    小計 77,453 70,719 △6,733

 18 利息及び配当金の受取額 1,025 1,357 331

 19 利息の支払額 △2,248 △2,208 40

 20 法人税等の支払額 △12,173 △18,189 △6,015

   営業活動によるキャッシュ・フロー 64,056 51,678 △12,378

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー  

 １ 短期貸付金の純増減額(増加：△) 16 △313 △329

 ２ 定期預金の預入による支出 △1,256 △507 749

 ３ 定期預金の払戻による収入 5,099 1,200 △3,898

 ４ 有価証券の取得による支出 ― △169 △169

 ５ 有価証券の償還・売却による収入 131 120 △10

 ６ 有形固定資産の取得による支出 △39,385 △51,859 △12,474

 ７ 有形固定資産の売却による収入 6,617 4,962 △1,654

 ８ 無形固定資産の取得による支出 △2,343 △2,454 △110

 ９ 無形固定資産の売却による収入 57 98 40

 10 投資有価証券の取得による支出 △790 △1,161 △371

 11 投資有価証券の売却による収入 76 69 △6

 12 連結子会社株式の追加取得による支出 △408 △435 △27

 13 連結範囲の変更を伴う子会社株式の 
   取得による支出 

△553 ― 553

 14 連結範囲の変更を伴う子会社株式の 
売却による収入 

8 ― △8

 15 長期貸付による支出 △3 △4 △1

 16 長期貸付金の回収による収入 27 28 0

 17 その他 10 49 39

   投資活動によるキャッシュ・フロー △32,697 △50,376 △17,679
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前連結会計年度 

(自 2004年４月１日 
至 2005年３月31日)

当連結会計年度 
(自 2005年４月１日 
至 2006年３月31日) 

増減 

区分 金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー  

 １ 短期借入金の純増減額(減少：△) △4,949 619 5,568

 ２ 長期借入れによる収入 1,300 40 △1,260

 ３ 長期借入金の返済による支出 △4,301 △1,750 2,551

４ 社債の発行による収入 10,000 ― △10,000

 ５ 社債の償還による支出 △12,605 △10,406 2,198

６ 少数株主への株式の発行による収入 67 ― △67

 ７ 自己株式の取得による支出 △1 △0 0

８ 自己株式の売却による収入 ― 61 61

９ 配当金の支払 △2,386 △2,386 0

 10 少数株主への配当金の支払額 △519 △551 △32

   財務活動によるキャッシュ・フロー △13,395 △14,374 △979

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 △160 4,086 4,247

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額(減少：△) 17,803 △8,985 △26,789

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 71,405 89,208 17,803

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高 89,208 80,223 △8,985
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

１．連結の範囲に関する記載事項 

（１）連結子会社の数……………………………121社 

主要な連結子会社の名称 

ＹＫＫ ＡＰ㈱ 

ＹＫＫ コーポレーション・オブ・アメリカ 

ＹＫＫ Ｕ.Ｓ.Ａ.社 

合併により減少した連結子会社……… 1社 

㈱エムテック（ＹＫＫエンジニアリング㈱（現 黒部エムテック㈱）と合併） 

（２）非連結子会社の数……………………………9社 

主要な非連結子会社の名称 

スモールウェアーズ社 

スモールウェアーズ社等は、いずれも小規模であり、合計の総資産、売上高、当期純損益(持分

に見合う額)及び利益剰余金(持分に見合う額)等は、いずれも連結財務諸表に重要な影響を及ぼし

ていないため、連結の範囲から除外しております。 

なお、大阪ファスナー上海社、ファスニング 21 上海社、名古屋ファスナー上海社、上海西部国

際貿易有限公司は、清算により消滅しました。 

 

２．持分法の適用に関する事項 

（１） 持分法適用会社の数………………………… 2社 

非連結子会社 1社 

非連結子会社の名称 

ファイナベスト社 

関連会社 1社 

関連会社の名称 

ＹＫＫフィリピン社 

（２）持分法非適用会社の数………………………12社 

     非連結子会社 8社 

主要な非連結子会社の名称 

スモールウェアーズ社 

関連会社    4社 

主要な関連会社の名称 

ＬＹフィリピン社 

持分法を適用していないスモールウエアーズ社等は、それぞれ当期純損益(持分に見合う額)及び利益剰余

金(持分に見合う額)等からみて、持分法の対象から除いても連結財務諸表に及ぼす影響が軽微であり、か

つ、全体としても重要性がないため、持分法の適用範囲から除外しております。 

３．連結子会社の事業年度等に関する事項 

  連結子会社のうちのＹＫＫコーポレーション・オブ・アメリカ、ＹＫＫ Ｕ.Ｓ.Ａ.社他の事業年度の末日

は12月31日であります。連結財務諸表の作成にあたり、連結子会社は全て、確定決算財務諸表を使用してお

りますが、連結決算日との間に生じた重要な取引については連結上、必要な調整を行っております。 

４．会計処理基準に関する事項 

（１）重要な資産の評価基準及び評価方法 

（イ）有価証券 

①満期保有目的債券 

      償却原価法(定額法)を採用しております。 

②その他有価証券 

      時価のあるもの 

  会計年度末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、部分資本直入法により処理し、売却原価

は主として移動平均法により算定しております）を採用しております。 

時価のないもの 

 移動平均法による原価法を採用しております。 

（ロ）デリバティブ 

時価法を採用しております。 
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  （ハ）たな卸資産： 

当社及び国内連結子会社は、主として移動平均法による原価法を、また、在外連結子会社は、主とし

て総平均法による低価法を採用しております。 

（２）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

  （イ）有形固定資産： 

当社及び国内連結子会社は、主として定率法（ただし、1998年4月1日以降取得した建物（付属設備

を除く）は定額法）を採用し、在外連結子会社は、主として定額法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりです。 

建物及び構築物･･･3～55年 

機械装置及び運搬具･･･2～15年 

（ロ）無形固定資産： 

当社及び国内連結子会社は定額法を採用し、自社利用のソフトウェアにつきましては、社内におけ

る利用可能期間（5年）に基づく定額法を採用しております。また、在外連結子会社は所在地国の会

計基準に基づく定額法を採用しております。 

（３）重要な引当金の計上基準 

（イ）貸倒引当金： 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

（ロ）賞与引当金： 

当社及び国内連結子会社では、従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当会計年度

の負担額を計上しております。 

（ハ）退職給付引当金： 

当社及び国内連結子会社では従業員の退職給付に備えるため、当会計年度末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づき計上しております。会計基準変更時差異は、5年による均等額を費

用処理し、過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間による定額法により費用処理

しております。数理計算上の差異は、各会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間によ

る定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌会計年度から費用処理することとしております。 

また、退職給付制度を有する在外連結子会社については、所在地国の会計基準に基づく会計処理

により計上しております。 

（ニ）役員退職慰労引当金： 

当社及び国内連結子会社の一部は、役員の退職慰労金の支払に備えるため、内規による当会計年

度末要支給額を計上しております。 

（４）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、会計年度末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処

理しております。なお、在外連結子会社の資産及び負債並びに収益及び費用については、期末決算日の

直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は少数株主持分及び資本の部における為替換算調整勘定に

含めております。 

 （５）重要なリース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理により計上しております。 

 （６）重要なヘッジ会計の方法 

（イ）ヘッジ会計の方法 

原則として、繰延ヘッジ処理によっております。なお、振当処理の要件を満たしている為替予約

等については振当処理に、特例処理の要件を満たしている金利スワップについては特例処理によって

おります。 

  （ロ）ヘッジ手段とヘッジ対象 

当連結会計年度にヘッジ会計を適用したヘッジ手段とヘッジ対象は以下のとおりです。 

①ヘッジ手段･･･為替予約 

ヘッジ対象･･･外貨建売上債権、外貨建買入債務及び外貨建予定取引 

②ヘッジ手段･･･金利スワップ 

ヘッジ対象･･･借入金 

（ハ）ヘッジ方針 

リスク管理に関する内部規定に基づき為替変動リスクおよび金利変動リスクをヘッジしておりま

す。 

（ニ）ヘッジ有効性評価の方法 
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ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動の累計又は相場変動とヘッジ手段のキャッシュ・フロー変

動の累計又は相場変動を半期毎に比較し、両者の変動額等を基礎にして、ヘッジ有効性を評価して

おります。ただし、振当処理及び特例処理によっている為替予約等および金利スワップについては、

それぞれ有効性の評価を省略しております。 

 （７）消費税等の会計処理 

税抜き方式によっております。 

 （８）その他 

在外連結子会社が採用している会計基準は、それぞれの国で一般に公正妥当と認められている基準

によっており、連結子会社がその属する国の法律に基づいて資産再評価を実施し、その結果得られた

再評価益は、利益剰余金に含めております。 

５．連結子会社の資産および負債の評価に関する事項 

連結子会社の資産及び負債の評価については、全面時価評価法を採用しております。 

６．連結調整勘定の償却に関する事項 

連結調整勘定の償却につきましては、10年間の均等償却を行っております。ただし、金額の僅少であ

るものは、発生連結会計年度において全額償却しております。 

７ 利益処分項目等の取扱いに関する事項 

   連結会計年度中に確定した利益処分に基づいて作成しております。 

８ 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

   連結キャッシュ・フロー計算書における資金(現金及び現金同等物)は、手許現金、随時引き出し可能な預金

及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について、僅少なリスクしか負わない取得日から 3 ヶ月以内に

償還期限の到来する短期投資からなっております。 
 
会計方針の変更 
固定資産の減損に係る会計基準 

当連結会計年度より「固定資産の減損に係る会計基準」（企業会計審議会）及び「固定資産の減損に係る

会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第 6号）を適用しております。これにより税金等調整前当期

純利益は 3,229 百万円減少しております。 

なお、減損損失累計額については、改正後の連結財務諸表規則に基づき各資産の金額から直接控除しており

ます。 
 
表示方法の変更 
連結損益計算書関係 

前連結会計年度において特別利益の「その他」に含めていた「貸倒引当金戻入額」は、特別利益の総額の 100

分の 10 を超えたため、当連結会計年度より区分掲記しました。なお、前連結会計年度の特別利益の「その他」

に含まれる「貸倒引当金戻入額」は 41 百万円です。 
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注記事項 

(連結貸借対照表関係) 

 

前連結会計年度 
(2005年３月31日) 

当連結会計年度 
(2006年３月31日) 

１ 担保資産 

   担保に供している資産は、次のとおりです。 

現金及び預金  162百万円

受取手形及び売掛金  1,373 

たな卸資産  324 

有形固定資産  3,768 

投資有価証券  1,918 

計  7,547 

   上記資産は次の債務の担保に供しております。 

短期借入金  343百万円

長期借入金  2,260 

(１年内の返済予定額を含む)  ( 381) 

社債     300 

(１年内の償還予定額を含む)  ( 300) 

計  2,903 
 

１ 担保資産 

   担保に供している資産は、次のとおりです。 

受取手形及び売掛金  1,727百万円

たな卸資産    176 

有形固定資産  168 

計  2,072 

   

   

   上記資産は次の債務の担保に供しております。 

短期借入金  332百万円

長期借入金  35 

(１年内の返済予定額を含む)  ( 3) 

計  368 
 

２  非連結子会社及び関連会社の株式 1,859百万円 ２  非連結子会社及び関連会社の株式  1,852百万円 

３ 偶発債務 

   金融機関からの借入に対する保証債務 

(被保証先)  (金額) 

従業員  306百万円

その他2件  150 

(US$311,269.89他)

長期借入金の債務履行引受契約に係わる偶発

債務 

以下の長期借入金については、下記金融機

関との間に債務履行引受契約を締結し、長期

借入金の返済に必要な金額を同金融機関に支

払い、履行すべき債務を譲渡しました。しか

し、債権者に対する返済義務は、長期借入金

返済完了時まで存続します。 

 対象 在外子会社外貨建長期借入金 

 債務履行引受金融機関 CITI BANK 

期末残高 1,072百万円 

（US$10,294,117.68） 
 

 ３ 偶発債務 

   金融機関からの借入に対する保証債務 

(被保証先)  (金額) 

従業員  221百万円

その他2件  118 

(US$103,756.67他)

長期借入金の債務履行引受契約に係わる偶発

債務 

以下の長期借入金については、下記金融機

関との間に債務履行引受契約を締結し、長期

借入金の返済に必要な金額を同金融機関に支

払い、履行すべき債務を譲渡しました。しか

し、債権者に対する返済義務は、長期借入金

返済完了時まで存続します。 

 対象 在外子会社外貨建長期借入金 

 債務履行引受金融機関 CITI BANK,N.A. 

期末残高 962百万円 

（US$8,156,470.60） 
 

４ 受取手形割引高           4百万円 ４ 受取手形割引高           3百万円 

５ 当社の発行済株式総数は、普通株式1,192千株です。

６ 当社が保有する自己株式の数は、普通株式70.94株で

す。 

５ 当社の発行済株式総数は、普通株式1,199千株です。

６ 当社が保有する自己株式の数は、普通株式85.33株で

す。 
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(連結損益計算書関係) 

 

前連結会計年度 
(自 2004年４月１日 
至 2005年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 2005年４月１日 
至 2006年３月31日) 

１  販売費及び一般管理費のうち主な費用の内訳は次

のとおりです。 

荷造運搬費  19,303百万円

貸倒引当金繰入額  743 

従業員給与手当  57,502 

賞与引当金繰入額  8,104 

退職給付費用  6,819 

役員退職慰労引当金繰入額 163 

減価償却費  7,311 
 

１  販売費及び一般管理費のうち主な費用の内訳は次

のとおりです。 

荷造運搬費  19,542百万円

貸倒引当金繰入額  310 

従業員給与手当  61,564 

賞与引当金繰入額  7,482 

退職給付費用  7,120 

役員退職慰労引当金繰入額 113 

減価償却費  7,545 
 

２ 固定資産売却益の主なものは土地の売却によるもの

です。 

２ 固定資産売却益の主なものは建物の売却によるもの

です。 

３ 固定資産売却損の主なものは建物の売却によるもの

です。 

３ 固定資産売却損の主なものは建物の売却によるもの

です。 

４ 固定資産除却損の主なものは建物の除却によるもの

です。 

４ 固定資産除却損の主なものは機械装置の除却による

ものです。 

５ ―――――― ５ 減損損失 

当連結会計年度において、当社グループは以下の資

産グループについて、帳簿価額を回収可能価額まで減

額し減損損失を特別損失に計上しました。 

賃貸資産及び遊休資産については賃料水準の下落

及び継続的な地価の下落等により、また、事業用資産

については地代の見直しによる収益性の低下により、

さらに、連結調整勘定を計上している事業単位におい

ては収益性が低下したことにより減損損失を特別損

失に計上しました。その内訳は、建物及び構築物1,762

百万円、土地927百万円、連結調整勘定535百万円、そ

の他3百万円です。 

６ 在外子会社固定資産評価損は、在外子会社における有

形固定資産等の評価損です。 

６ ―――――――――――― 

７ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費

               19,037百万円 

７ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費

                   20,021百万円 

 
(連結剰余金計算書関係) 

 

前連結会計年度 
(自 2004年４月１日 
至 2005年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 2005年４月１日 
至 2006年３月31日) 

１ YKKギリシャ社が、その属する国の法律に基づいて行っ

た資産再評価による増加高です。 

――――――――――― 
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 (連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

 
前連結会計年度 

(自 2004年４月１日 
至 2005年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 2005年４月１日 
至 2006年３月31日) 

１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に記載されている科目の金額との関係 

(2005年３月31日現在)

現金及び預金 81,623百万円

有価証券 10,049 

計 91,673 

預入期間が３ヶ月を超える 
定期預金他 

△2,464 

現金及び現金同等物 89,208 
  

１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に記載されている科目の金額との関係 

(2006年３月31日現在)

現金及び預金 80,889百万円

有価証券 1,544 

計 82,434 

預入期間が３ヶ月を超える 
定期預金他 

△2,210 

現金及び現金同等物 80,223 
  

 



  

(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度(自 2004年４月１日 至 2005年３月31日) 
 

 
ファス 
ニング 
(百万円) 

建材 
(百万円)

工機 
(百万円)

その他の
事業 

(百万円)

計 
(百万円) 

消去又は 
全社 

(百万円) 

連結 
(百万円)

Ⅰ 売上高及び営業損益    

売上高    

(1) 外部顧客に 
対する売上高 

211,536 363,905 1,678 4,853 581,973 ― 581,973

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高 

441 188 31,224 27,139 58,994 (58,994) ―

計 211,978 364,093 32,903 31,992 640,967 (58,994) 581,973

営業費用 179,566 355,567 29,585 30,239 594,959 (51,835) 543,124

営業利益 32,411 8,526 3,317 1,752 46,008 (7,158) 38,849

Ⅱ 資産、減価償却費及び
資本的支出 

  

資産 275,407 323,474 24,062 170,370 793,314 (13,510) 779,803

減価償却費 22,389 15,144 1,289 1,706 40,529 349 40,878

資本的支出 29,684 16,259 1,429 1,484 48,857 (1,683) 47,173

(注) １ 事業区分は、内部管理上採用している区分によっています。 

２ 各事業の主な製品 

 (1) ファスニング ……… 各種ファスナー、ファスナー用部品、ファスナー材料、スナップ・ファスナー、

ボタンほか 

 (2) 建材 ………………… 住宅用サッシ、ビル用サッシ、室内建具、エクステリア、形材製品、建材用部

品 

 (3) 工機 ………………… ファスニング加工用機械、建材加工用機械ほか 

 (4) その他の事業 ……… 不動産、アルミ精錬、在外子会社事業統轄ほか 

３ 営業費用のうち「消去又は全社」の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は8,613百万円であり、当社

の研究開発部門、管理部門に係る費用です。 

４ 資産のうち、「消去又は全社」の項目に含めた全社資産の金額は398,180百万円であり、その主なもの

は当社の余資運用資金(現金及び有価証券)、長期投資資金(投資有価証券)、研究開発部門、管理部門に

係る資産です。 

５ 減価償却費及び資本的支出には長期前払費用と同費用に係る償却額が含まれています。 
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当連結会計年度(自 2005年４月１日 至 2006年３月31日) 

 

 
ファス 
ニング 
(百万円) 

建材 
(百万円)

工機 
(百万円)

その他の
事業 

(百万円)

計 
(百万円) 

消去又は 
全社 

(百万円) 

連結 
(百万円)

Ⅰ 売上高及び営業損益    

売上高    

(1) 外部顧客に 
対する売上高 

235,504 376,337 1,750 6,019 619,612 ― 619,612

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高 

433 185 33,442 30,610 64,671 (64,671) ―

計 235,937 376,523 35,193 36,629 684,284 (64,671) 619,612

営業費用 203,245 367,868 31,543 35,422 638,079 (56,629) 581,450

営業利益 32,692 8,654 3,650 1,206 46,204 (8,042) 38,162

Ⅱ 資産、減価償却費及び
資本的支出 

  

資産 322,878 333,977 22,352 193,508 872,716 (62,645) 810,070

減価償却費 24,834 15,377 1,385 1,623 43,219 (467) 42,752

減損損失 681 ― ― 2,547 3,229 ― 3,229

資本的支出 33,948 18,704 1,695 1,209 55,557 (2,096) 53,461

(注) １ 事業区分は、内部管理上採用している区分によっています。 

２ 各事業の主な製品 

 (1) ファスニング ……… 各種ファスナー、ファスナー用部品、ファスナー材料、スナップ・ファスナー、

ボタンほか 

 (2) 建材 ………………… 住宅用サッシ、ビル用サッシ、室内建具、エクステリア、形材製品、建材用部

品 

 (3) 工機 ………………… ファスニング加工用機械、建材加工用機械ほか 

 (4) その他の事業 ……… 不動産、アルミ精錬、在外子会社事業統轄ほか 

３ 営業費用のうち「消去又は全社」の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は9,562百万円であり、当社

の研究開発部門、管理部門に係る費用です。 

４ 資産のうち、「消去又は全社」の項目に含めた全社資産の金額は425,142百万円であり、その主なもの

は当社の余資運用資金(現金及び有価証券)、長期投資資金(投資有価証券)、研究開発部門、管理部門に

係る資産です。 

５ 減価償却費及び資本的支出には長期前払費用と同費用に係る償却額が含まれています。 
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【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度(自 2004年４月１日 至 2005年３月31日) 

 

 
日本 

(百万円) 
北中米 
(百万円) 

南米 
(百万円)

ＥＭＥＡ
(百万円)

東アジア
(百万円)

ＡＳＡＯ
(百万円)

計 
(百万円) 

消去又は 
全社 

(百万円) 

連結 
(百万円)

Ⅰ 売上高及び営業損益          

売上高          

(1) 外部顧客に 
対する売上高 

388,045 45,766 8,118 48,538 65,810 25,693 581,973 ― 581,973

(2) セグメント間の 
  内部売上高又は 
  振替高 

56,094 6,572 115 1,173 5,778 14,305 84,039 (84,039) ―

計 444,140 52,339 8,234 49,711 71,588 39,999 666,013 (84,039) 581,973

営業費用 416,770 51,382 6,217 44,888 62,293 36,784 618,336 (75,212) 543,124

営業利益 27,370 956 2,016 4,823 9,295 3,215 47,676 (8,827) 38,849

Ⅱ 資産 417,900 45,884 8,959 53,256 111,924 67,404 705,332 74,471 779,803

(注) １ 国または地域の区分の方法及び各区分に属する主な国または地域 

    (1) 国または地域の区分の方法……地理的近接度をベースに事業活動の相互関連性を加味しています。 

    (2) 各区分に属する主な国または地域 

① 北中米……………………… アメリカ、カナダほか 

② 南米………………………… ブラジル、アルゼンチンほか 

③ ＥＭＥＡ…………………… イギリス、ドイツほか欧州・中東・アフリカ地域 

④ 東アジア…………………… 中国、韓国ほか 

⑤ ＡＳＡＯ…………………… インドネシア、オーストラリアほか南アジア・大洋州地域 

２ 営業費用のうち「消去又は全社」の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は8,613百万円であり、当社

の研究開発部門、管理部門に係る費用です。 

３ 資産のうち「消去又は全社」の項目に含めた全社資産の金額は398,180百万円であり、その主なものは

当社の余資運用資金(現金及び有価証券)、長期投資資金(投資有価証券)、研究開発部門、管理部門に係

る資産です。 
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当連結会計年度(自 2005年４月１日 至 2006年３月31日) 

 

 
日本 

(百万円) 
北中米 
(百万円) 

南米 
(百万円)

ＥＭＥＡ
(百万円)

東アジア
(百万円)

ＡＳＡＯ
(百万円)

計 
(百万円) 

消去又は 
全社 

(百万円) 

連結 
(百万円)

Ⅰ 売上高及び営業損益          

売上高          

(1) 外部顧客に 
対する売上高 

395,863 53,773 9,108 47,296 82,404 31,165 619,612 ― 619,612

(2) セグメント間の 
  内部売上高又は 
  振替高 

57,906 7,954 125 1,580 10,320 16,939 94,826 (94,826) ―

計 453,769 61,728 9,233 48,877 92,724 48,105 714,439 (94,826) 619,612

営業費用 428,656 60,489 7,750 44,225 82,357 43,867 667,346 (85,895) 581,450

営業利益 25,113 1,239 1,483 4,652 10,367 4,237 47,092 (8,930) 38,162

Ⅱ 資産 387,594 50,736 12,536 54,682 144,099 67,794 717,445 92,625 810,070

(注) １ 国または地域の区分の方法及び各区分に属する主な国または地域 

    (1) 国または地域の区分の方法……地理的近接度をベースに事業活動の相互関連性を加味しています。 

    (2) 各区分に属する主な国または地域 

① 北中米……………………… アメリカ、カナダほか 

② 南米………………………… ブラジル、アルゼンチンほか 

③ ＥＭＥＡ…………………… イギリス、ドイツほか欧州・中東・アフリカ地域 

④ 東アジア…………………… 中国、韓国ほか 

⑤ ＡＳＡＯ…………………… インドネシア、オーストラリアほか南アジア・大洋州地域 

２ 営業費用のうち「消去又は全社」の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は9,562百万円であり、当社

の研究開発部門、管理部門に係る費用です。 

３ 資産のうち「消去又は全社」の項目に含めた全社資産の金額は425,142百万円であり、その主なものは

当社の余資運用資金(現金及び有価証券)、長期投資資金(投資有価証券)、研究開発部門、管理部門に係

る資産です。 
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【海外売上高】 

前連結会計年度(自 2004年４月１日 至 2005年３月31日) 

 

 北中米 南米 ＥＭＥＡ 東アジア ＡＳＡＯ 計 

Ⅰ 海外売上高(百万円) 45,809 7,989 47,408 75,108 24,129 200,445

Ⅱ 連結売上高(百万円)   581,973

Ⅲ 連結売上高に占める 
海外売上高の割合(％) 

7.9 1.4 8.1 12.9 4.1 34.4

(注) １ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国または地域における売上高の合計額です。 

２ 国または地域の区分の方法及び各区分に属する主な国または地域 

 (1) 国または地域の区分の方法……地理的近接度をベースに事業活動の相互関連性を加味しています。 

 (2) 各区分に属する主な国または地域 

   ① 北中米……………………… アメリカ、カナダほか 

     ② 南米………………………… ブラジル、アルゼンチンほか 

③ ＥＭＥＡ…………………… イギリス、ドイツほか欧州・中東・アフリカ地域 

     ④ 東アジア…………………… 中国、韓国ほか 

⑤ ＡＳＡＯ…………………… インドネシア、オーストラリアほか南アジア・大洋州地域 

 

 

当連結会計年度(自 2005年４月１日 至 2006年３月31日) 

 

 北中米 南米 ＥＭＥＡ 東アジア ＡＳＡＯ 計 

Ⅰ 海外売上高(百万円) 53,108 9,120 45,872 85,474 32,734 226,310

Ⅱ 連結売上高(百万円)   619,612

Ⅲ 連結売上高に占める 
海外売上高の割合(％) 

8.5 1.5 7.4 13.8 5.3 36.5

(注) １ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国または地域における売上高の合計額です。 

２ 国または地域の区分の方法及び各区分に属する主な国または地域 

 (1) 国または地域の区分の方法……地理的近接度をベースに事業活動の相互関連性を加味しています。 

 (2) 各区分に属する主な国または地域 

   ① 北中米……………………… アメリカ、カナダほか 

     ② 南米………………………… ブラジル、アルゼンチンほか 

③ ＥＭＥＡ…………………… イギリス、ドイツほか欧州・中東・アフリカ地域 

     ④ 東アジア…………………… 中国、韓国ほか 

⑥ ＡＳＡＯ…………………… インドネシア、オーストラリアほか南アジア・大洋州地域 
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２００６年３月期            個別財務諸表の概要                    2006年5月24日 

会 社 名            ＹＫＫ株式会社                                           上場の有無 非上場 

(URL http://www.ykk.co.jp)                                             本社所在都道府県 東京都 

代 表 者               代表取締役社長 吉田 忠裕 

問合せ先責任者               グループ経営管理センター 経理グループ長 八木 厚斯             TEL （03）3864-2083 

単元株制度採用の有無               無                                   中間配当制度の有無               無 

                                                     定時株主総会開催日               平成18年6月29日 

 

１．２００６年３月期の業績（２００５年４月１日～２００６年３月３１日） 

（１）経営成績                                                  （注）金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 売上高 営業利益 経常利益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

２００６年３月期 ８１，７７５ (   ２．９) ５，０５０ (△１０．６) １１，９９７ ( △３．８)

２００５年３月期 ７９，４５５ (△４９．９) ５，６５１ ( △９．５) １２，４７１ (  ３０．６)

 

 当期純利益 
１株当たり 

当期純利益 

株主資本 

当期純利益率 
総資本 

経常利益率 
売上高 

経常利益率 

 百万円 ％ 円 ％ ％ ％

２００６年３月期 ９，３２４ (  １４．８) ７，７３４ ２．９ ２．６ １４．７

２００５年３月期 ８，１２５ ( △０．８) ６，７６９ ２．６ ２．８ １５．７

（注）①期中平均株式数 2006年3月期 1,199,159.58株 2005年3月期 1,192,212.91株２．期中平 

②会計処理の方法の変更 無 

③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 

 

（２）配当状況 

１株当たり年間配当金 配当金総額 株主資本  

 中間 期末 （年間） 
配当性向 

配当率 

 円 円 円 百万円 ％ ％

２００６年３月期 ２，０００ － ２，０００ ２，３９８ ２５．９ ０．７

２００５年３月期 ２，０００ － ２，０００ ２，３８４ ２９．５ ０．８

 

（３）財政状態 

 総資産 株主資本 株主資本比率 
１株当たり 

株主資本 

 百万円 百万円 ％ 千円

２００６年３月期 ４５６，２１１ ３３１，０７２ ７２．６ ２７６

２００５年３月期 ４５９，５１６ ３１５，９６３ ６８．８ ２６４

（注）①期末発行済株式数 2006 年 3 月期 1,199,154.72 株 2005 年 3 月期 1,192,200.76 株  

   ②期末自己株式数 2006 年 3 月期 85.33 株 2005 年 3 月期 70.94 株 

 

２．２００７年３月期の業績予想（２００６年４月１日～２００７年３月３１日） 

１株当たり年間配当金 
 売上高 経常利益 当期純利益 

中間 期末  

 百万円 百万円 百万円 円 円 円

通   期 ８５，０００ １０，２００ ７，２００ － ２,０００ ２,０００

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期） 5,962 円 

＊上記の予想は、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであります。 

実際の業績は、今後様々な要因によって予想数値と異なる場合があります。 
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２ 【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 
 

 
前事業年度 

(2005年３月31日) 
当事業年度 

(2006年３月31日) 
増減 

区分 金額(百万円) 
構成比 
(％) 

金額(百万円) 
構成比 
(％) 

金額(百万円)

(資産の部)  

Ⅰ 流動資産  

 １ 現金及び預金 35,924 27,301  △  8,623

 ２ 受取手形及び売掛金 17,169 13,701  △  3,468

 ３ 有価証券 9,703 602  △  9,101

 ４ たな卸資産 15,517 16,268  751

 ５ 繰延税金資産 1,871 1,632  △   239

 ６ 短期貸付金 14,794 13,780  △  1,014

 ７ その他 4,193 2,781  △  1,412

 ８ 貸倒引当金 △     3 △     2  1

    流動資産合計 99,171 21.6 76,065 16.7 △  23,106

Ⅱ 固定資産  

 (1) 有形固定資産  

１ 建物 102,364 105,589  3,225

    減価償却累計額 △   63,316 △   65,563  △  2,247

２ 構築物 10,821 10,993  172

    減価償却累計額 △   7,749 △   7,890  △   141

３ 機械及び装置 76,066 76,465  399

    減価償却累計額 △   62,421 △   62,624  △   203

４ 車両及びその他の 
    陸上運搬具 

1,042 1,011  △    31

    減価償却累計額 △     877 △     844  33

５ 工具、器具及び備品 13,635 13,851  216

    減価償却累計額 △   11,979 △   11,986  △    7

６ 土地 18,385 18,384  △    1

７ 建設仮勘定 2,065 761  △  1,304

   有形固定資産合計 78,035 17.0 78,147 17.1 112

 (2) 無形固定資産  

１ ソフトウェア 1,827 1,536  △   291

２ その他 212 434  222

   無形固定資産合計 2,040 0.4 1,971 0.4 △    69

 (3) 投資その他の資産  

１ 投資有価証券 17,822 28,503  10,681

２ 関係会社株式 231,128 239,328  8,200

３ 関係会社長期貸付金 24,350 28,050  3,700

４ 繰延税金資産 5,772 2,849  △   2,923

５ その他 1,205 1,301  96

６ 貸倒引当金 △     9 △     4  5

   投資その他の資産合計 280,268 61.0 300,026 65.8 19,758

    固定資産合計 360,345 78.4 380,145 83.3 19,800

     資産合計 459,516 100.0 456,211 100.0 △   3,305
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前事業年度 

(2005年３月31日) 
当事業年度 

(2006年３月31日) 
増減 

区分 金額(百万円) 
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比 
(％) 

金額(百万円)

(負債の部)  

Ⅰ 流動負債  

１ 支払手形及び買掛金 12,277 10,206  △   2,071

２ 短期借入金 10,603 7,498  △   3,105

３ 一年内返済予定の 
  長期借入金 

364 314  △    50

４ 一年内償還予定の社債 10,000 10,000  －

５ 未払法人税等 1,702 850  △   852

６ 預り金 31,527 30,018  △   1,509

７ 賞与引当金 3,628 3,130  △   498

８ 従業員等預り金 10,042 10,231  189

９ その他 5,235 3,889  △   1,346

    流動負債合計 85,381 18.6 76,139 16.7 △   9,242

Ⅱ 固定負債  

１ 社債 30,000 20,000  △  10,000

２ 長期借入金 2,699 2,385  △   314

３ 退職給付引当金 25,047 26,112  1,065

４ 役員退職慰労引当金 424 500  76

５ その他 0 0  －

    固定負債合計 58,171 12.6 48,998 10.7 △   9,173

     負債合計 143,552 31.2 125,138 27.4 △  18,414

(資本の部)  

Ⅰ 資本金 11,922 2.6 11,992 2.6 70

Ⅱ 資本剰余金 32,922 7.2 35,261 7.7 2,339

Ⅲ 利益剰余金 265,279 57.7 272,164 59.7 6,885

Ⅳ その他有価証券評価差額金 5,841 1.3 11,657 2.6 5,816

Ⅴ 自己株式 △      2 △0.0 △      2 △0.0 －

     資本合計 315,963 68.8 331,072 72.6 15,109

   負債資本合計 459,516 100.0 456,211 100.0 △   3,305
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② 【損益計算書】 

 

 
前事業年度 

(自 2004年４月１日 
至 2005年３月31日) 

当事業年度 
(自 2005年４月１日 
至 2006年３月31日) 

増減 

区分 金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円)
百分比 
(％) 

金額(百万円) 
増減率
(％) 

Ⅰ 売上高 79,455 100.0 81,775 100.0 2,320 2.9

Ⅱ 売上原価 52,011 65.5 53,707 65.7 1,696 3.3

   売上総利益 27,443 34.5 28,067 34.3 624 2.3

Ⅲ 販売費及び一般管理費 21,792 27.4 23,017 28.1 1,225 5.6

   営業利益 5,651 7.1 5,050 6.2 △   601 △ 10.6

Ⅳ 営業外収益 10,654 13.4 10,699 13.1 45 0.4

 １ 受取利息 680 770 90 13.2

 ２ 受取配当金 7,187 6,905 △   282 △  3.9

 ３ 固定資産貸与料 2,150 2,211 61 2.8

 ４ 雑収入 636 812 176 27.7

Ⅴ 営業外費用 3,835 4.8 3,752 4.6 △    83 △  2.2

 １ 支払利息 826 711 △   115 △ 13.9

 ２ 貸与資産減価償却費 1,261 1,276 15 1.2

 ３ たな卸資産廃棄損 339 252 △    6 △ 1.8

 ４ 雑損失 1,407 1,511 23 1.6

   経常利益 12,471 15.7 11,997 14.7 △   474 △  3.8

Ⅵ 特別利益 443 0.6 60 0.1 △   383 △ 86.5

１ 固定資産売却益 90 24 △    66 △ 73.3

２ 会計基準変更時差異 
  処理額 

325 － △   325 －

３ その他 27 36 9 33.3

Ⅶ 特別損失 1,744 2.2 647 0.8 △  1,097 △ 62.9

 １ 固定資産売却損 52 10 △    42 △ 80.8

 ２ 固定資産除却損 1,423 587 △   836 △ 58.7

３ 投資有価証券評価損 268 － △   268 －

 ４ その他 － 49 49 －

   税引前当期純利益 11,170 14.1 11,410 14.0 240 2.1

   法人税、住民税及び 
   事業税 

3,550 4.5 2,800 3.4 △   750 △ 21.1

   法人税等調整額 △   505 △0.6 △   714 △0.9 △   209 －

   当期純利益 8,125 10.2 9,324 11.4 1,199 14.8

   前期繰越利益 1,008 1,071     63 

   当期未処分利益 9,134 10,396 1,262 
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③ 【利益処分計算書案】 

 

 前事業年度 当事業年度 増減 

区分 金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 当期未処分利益 9,134 10,396 1,262

Ⅱ 任意積立金取崩額 24 33       9

Ⅲ 利益処分額 8,086 9,405 1,319

 １ 配当金 2,384 2,398 14

 ２ 役員賞与金 55 50 △      5

   (うち監査役賞与金) ( 3) ( 3) ( －)

 ３ 任意積立金 5,647 6,956 1,309

Ⅳ 次期繰越利益 1,071 1,024    △      47
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注記事項 

１．重要な会計方針 

（１）有価証券の評価基準及び評価方法  

（イ）満期保有目的債券 

償却原価法（定額法）を採用しております。 

（ロ）子会社及び関連会社株式 

移動平均法による原価法を採用しております。 

（ハ）その他有価証券 

時価のあるもの 

決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は部分資本直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算定しております）を採用しております。 

時価のないもの 

移動平均法による原価法を採用しております。 

（２）たな卸資産の評価基準及び評価方法  

移動平均法による原価法を採用しております。 

（３）固定資産の減価償却の方法 

（イ）有形固定資産 

定率法を採用しております。 

ただし、1998 年 4 月 1 日以降取得した建物(付属設備を除く)につきましては、定額法を採用

しております。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりです。 

建物……………………3～50年 

機械及び装置…………5～15年 

（ロ）無形固定資産 

定額法を採用しております。 

なお、自社利用のソフトウェアにつきましては、社内における利用可能期間（５年）  に基づ

く定額法を採用しております。 

（４）重要な引当金の計上の方法 

（イ）貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

        （ロ）賞与引当金 

従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当期の負担額を計上しております。 

        （ハ）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づ

き計上しております。過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間による定額法

により費用処理しております。数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平

均残存勤務期間による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌期から費用処理すること

としております。 

（ニ）役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支払に備えるため、役員退職慰労金規程に基づく当期末要支給額を計上

しております。 
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（５）ヘッジ会計の方法 

（イ）ヘッジ会計の方法 

原則として、繰延ヘッジ処理によっております。なお、振当処理の要件を満たしている為替

予約等については振当処理に、特例処理の要件を満たしている金利スワップについては特例処

理によっております。 

      （ロ）ヘッジ手段とヘッジ対象 

当期にヘッジ会計を適用したヘッジ手段とヘッジ対象は以下のとおりです。 

ヘッジ手段･･･為替予約 

ヘッジ対象･･･外貨建売上債権、外貨建買入債務及び外貨建予定取引 

（ハ）ヘッジ方針 

リスク管理に関する内部規定に基づき為替変動リスク及び金利変動リスクをヘッジしてお

ります。 

（ニ）ヘッジ有効性評価の方法 

ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動の累計又は相場変動とヘッジ手段のキャッシュ・フロ

ー変動の累計又は相場変動を半期毎に比較し、両者の変動額等を基礎にして、ヘッジ有効性を

評価しております。ただし、振当処理及び特例処理によっている為替予約等及び金利スワップ

については、それぞれ有効性の評価を省略しております。 

    （６）消費税等の会計処理 

税抜き方式によっております。 

 

2.会計方針の変更 

  固定資産の減損に係る会計基準 

   当事業年度より「固定資産の減損に係る会計基準」(企業会計審議会)及び｢固定資産の減損に係る会

計基準の適用指針｣(企業会計基準適用指針第 6 号)を適用しております。これによる損益に与える影響

はありません。 

  

 

注記事項 
(貸借対照表関係) 

 

摘要 前事業年度 
(2005年３月31日) 

当事業年度 
(2006年３月31日) 

１ 関係会社に対する主な資産及び負債   

 
区分掲記されたもの以外で各科目に含
まれている関係会社に対する主なもの
は次のとおりです。 

  

    受取手形 53百万円 －百万円 
    売掛金 16,656 13,053 
    短期貸付金 14,794 13,780 
    預り金 31,130 29,610 
    
２ 担保資産   
     1,918  － 
    

 
上記資産は次の債務の担保に供してい
ます。 

  

    長期借入金 1,063百万円       － 
    (１年内の返済予定額を含む) (364)  
    
３ 会社が発行する株式の総数 普通株式   4,260,000株 普通株式   4,260,000株 
 発行済株式総数 普通株式  1,192,271.70株 普通株式 1,199,240.05株 
    
４ 自己株式の総数 普通株式     70.94株 普通株式     85.33株 
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摘要 前事業年度 

(2005年３月31日) 
当事業年度 

(2006年３月31日) 
５ 偶発債務   

 
 金融機関からの借入に対する保証債
務 

13,409百万円  13,138百万円

   (被保証先) (金額) (被保証先) (金額) 
  

  
YKKアルミニ
ウム・オース
トラリア社 

1,326百万円

YKK コーポ
レ ー シ ョ
ン・オブ・ア
メリカ 

4,534百万円

  (A$16,000,000) (US$38,598,000) 

  
YKKインドネ
シア社 966 

YKKインドネ
シア社 1,527 

  (US$9,000,000) (US$13,000,000) 
  YKKAP深圳社 1,503 YKK韓国社 1,406 
  (US$14,000,000) (WON11,700,000,000) 
  YKK韓国社 1,498 その他14件 5,670 
  (WON14,134,120,000) (US$20,213,756.67他) 

  

YKK コーポ
レ ー シ ョ
ン・オブ・ア
メリカ 

4,752   

  (US$44,251,000)  

  
YKK AP イン
ドネシア社 789   

  (US$7,347,377.10)  
  その他10件 2,574   
  (US$2,911,269.89他)  

  

 
上記の他、下記の会社等の
借入債務に対して、保証予
約及び経営指導念書等の差
入れを行っています。 

2,542百万円

 
上記の他、下記の会社等の
借入債務に対して、保証予
約及び経営指導念書等の差
入れを行っています。 

896百万円
  (被保証先) (金額) (被保証先) (金額) 

  YKKインド 
ネシア社 

644百万円 YKKブラジル社 863百万円

  (US$6,000,000) (US$7,352,941.12) 

  YKK AP インド
ネシア社 

751 その他2件 32 

  (US$7,000,000) (C.Pe80,000,000他) 

      

    

  その他2件 1,146   

  (US$10,294,117.60他)  

    
６ 配当制限 商法施行規則第124条第３

号に規定する資産に時価を
付したことにより増加した
純資産額は5,841百万円で
す。 

商法施行規則第124条第３
号に規定する資産に時価を
付したことにより増加した
純資産額は11,657百万円で
す。 
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(損益計算書関係) 

 

摘要 
前事業年度 

(自 2004年４月１日 
至 2005年３月31日) 

当事業年度 
(自 2005年４月１日 
至 2006年３月31日) 

1 主な販売費及び一般管理費 販売費に属する費用のおおよ
その割合は72％、一般管理費
に属する費用のおおよその割
合は28％です。主要な費目及
び金額は次のとおりです。 

販売費に属する費用のおおよ
その割合は73％、一般管理費
に属する費用のおおよその割
合は27％です。主要な費目及
び金額は次のとおりです。 

   荷造運搬費   808百万円  758百万円

   宣伝広告費   1,720  1,462 

   従業員給与手当   6,210  6,523 

   賞与引当金繰入額   1,351  1,195 

   退職給付費用   1,532  1,609 

   法定福利費   1,298  1,364 

   消耗品費   1,109  1,246 

   賃借料   634  698 

   減価償却費   1,838  1,931 

   委託手数料   1,689  1,982 

２ 関係会社との主な取引  売上高 77,950百万円

 受取 
 配当金 

7,050 

 固定資産 
 貸与料 

2,118 

  

 

 売上高 80,214百万円

 受取 
 配当金 

6,757 

 固定資産 
 貸与料 

2,175 

 固定資産 
 除却損 

156 

 
３ 固定資産売却益 固定資産売却益の内容は次の

とおりです。 

固定資産売却益の内容は次の

とおりです。 

  

 

  

 機械及び装置 2百万円

 工具、器具 
 及び備品 

0 

 土地 88 

計 90 
 

 構築物 0百万円

 機械及び装置 23 

 工具、器具 
 及び備品 

0 

 土地 0 

計 24 

４ 固定資産売却損及び除却損 固定資産売却損の内容は次の

とおりです。 

固定資産売却損の内容は次の

とおりです。 

  

 

 機械及び装置 44百万円

 車両及び 
 その他の 
 陸上運搬具 

0 

 工具、器具 
 及び備品 

7 

 その他 0 

計 52 

 機械及び装置 9百万円

 車両及び 
 その他の 
 陸上運搬具 

0 

 工具、器具 
 及び備品 

0 

 その他 － 

計 10 
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摘要 
前事業年度 

(自 2004年４月１日 
至 2005年３月31日) 

当事業年度 
(自 2005年４月１日 
至 2006年３月31日) 

  
固定資産除却損の内容は次の
とおりです。 

固定資産除却損の内容は次の
とおりです。 

  

 建物 532百万円

 構築物 59 

 機械及び 
 装置 

296 

 車両及び 
 その他の 
 陸上運搬具

1 

 工具、器具
 及び備品 

64 

 その他 3 

 固定資産 
 廃棄費用 

465 

計 1,423 
 

 建物 87百万円

 構築物 22 

 機械及び 
 装置 

206 

 車両及び 
 その他の 
 陸上運搬具 

1 

 工具、器具 
 及び備品 

14 

 その他 0 

 固定資産 
 廃棄費用 

254 

計 587 
 

５ 研究開発費の総額 一般管理費及び当期製造費用

に含まれる研究開発費は、

9,261百万円です。 

一般管理費及び当期製造費用

に含まれる研究開発費は、  

10,010百万円です。 
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【役員の異動】 
１．代表者の異動 

該当事項はありません。 
 

２．その他の役員の異動 
該当事項はありません。 

 



 

2006年３月期          個別財務諸表の概要                       2006年5月24日
会 社 名            ＹＫＫ ＡＰ株式会社                                                  上場の有無 非上場 

(URL http://www.ykkap.co.jp)                                              本社所在都道府県 東京都

代 表 者               代表取締役会長兼社長 吉田 忠裕 

問合せ先責任者               経理部長 山田 治朗                                     TEL （03）3864-2167

単元株制度採用の有無               無                                                 中間配当制度の有無               有 

                                                                定時株主総会開催日               2006年6月15日 

 

１．２００６年３月期の業績（２００５年４月１日～２００６年３月３１日） 

（１）経営成績                                                              （注）金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 売上高 営業利益 経常利益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

２００６年３月期 ３４７，０３１ （ ２．１） ８，３２１ （△２１．６） ７，３１１ （  ０．５） 

２００５年３月期 ３３９，８０９ （ ５．８） １０，６０９ （  ５２．０） ７，２７２ （ ４９．９） 

 

 当期純利益 
１株当たり 

当期純利益 

株主資本 

当期純利益率 
総資本 

経常利益率 
売上高 

経常利益率 

 百万円 ％ 円 ％ ％ ％

２００６年３月期 ５，０２３ （  １５．０） ４，９８８ ３．９  ２．５  ２．１ 

２００５年３月期 ４，３６７ （△６８．７） ４，３２７ ３．６  ２．５  ２．１ 

（注）①期中平均株式数 2006年3月期 1,000,000株 2005年3月期 1,000,000株２．期中平 

②会計処理の方法の変更 無 

③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 

 
（２）配当状況 

１株当たり年間配当金 配当金総額 株主資本  

 中間 期末 （年間） 
配当性向 

配当率 

 円 円 円 百万円 ％ ％

２００６年３月期 ２，１００  －  ２，１００ ２，１００ ４１．８    １．７    

２００５年３月期 ２，０００  －  ２，０００ ２，０００ ４５．８    １．６    

 
（３）財政状態 

 総資産 株主資本 株主資本比率 
１株当たり 

株主資本 

 百万円 百万円 ％ 千円

２００６年３月期 ２９３，４１８     １２７，２００    ４３．４     １２７     

２００５年３月期 ２９０，３４９     １２３，６３５    ４２．６     １２３     

（注）①期末発行済株式数 2006 年 3 月期 1,000,000 株 2005年 3 月期 1,000,000 株  

②期末自己株式数 2006 年 3 月期 －株 2005 年 3 月期 －株 

 

２．２００７年３月期の業績予想（２００６年４月１日～２００７年３月３１日） 

１株当たり年間配当金 
 売上高 経常利益 当期純利益 

中間 期末  

 百万円 百万円 百万円 円 円 円

通   期 ３５７，０００       ６，７００   ３，７００   －   １，９００  １，９００  

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期） 3,700 円 

※上記の予想は、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであります。 

実際の業績は、今後様々な要因によって予想数値と異なる場合があります。 
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１ 【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 
 

 
前事業年度 

(2005年３月31日) 
当事業年度 

(2006年３月31日) 
増減 

区分 金額(百万円) 
構成比 
(％) 

金額(百万円) 
構成比 
(％) 

金額(百万円)

(資産の部)  

Ⅰ 流動資産  

 １ 現金及び預金 6,692 5,699  △992

 ２ 受取手形及び売掛金 94,199 98,941  4,742

 ３ たな卸資産 37,559 36,709  △850

 ４ 未成工事支出金 19,205 17,592  △1,612

 ５ 繰延税金資産 5,425 5,047  △378

 ６ 短期貸付金 299 201  △98

 ７ 預託金 21,161 18,737  △2,424

 ８ その他 2,043 1,679  △364

 ９ 貸倒引当金 △2,323 △1,641  △681

    流動資産合計 184,262 63.5 182,965 62.4 △1,297

Ⅱ 固定資産  

 (1) 有形固定資産  

１ 建物 82,062 83,292  1,229

    減価償却累計額 △53,199 △55,073  △1,873

２ 構築物 12,073 12,011  △62

    減価償却累計額 △8,993 △9,203  △209

３ 機械及び装置 171,434 174,789  3,354

    減価償却累計額 △148,206 △151,267  △3,060

４ 車両運搬具 2,928 2,984  55

    減価償却累計額 △2,593 △2,613  △20

５ 工具、器具及び備品 30,246 30,211  △35

    減価償却累計額 △26,198 △25,751  446

６ 土地 15,790 15,790  0

７ 建設仮勘定 77 949  871

   有形固定資産合計 75,422 26.0 76,118 25.9 696

 (2) 無形固定資産  

１ ソフトウェア 2,555 2,436  △119

２ その他 407 244  △163

   無形固定資産合計 2,963 1.0 2,680 0.9 △283

 (3) 投資その他の資産  

１ 投資有価証券 1,747 2,734  988

２ 関係会社株式 408 408  0

３ 繰延税金資産 21,672 25,220  3,548

４ 破産更生債権等 6,927 4,927  △1,999

５ その他 2,273 2,164  △109

６ 貸倒引当金 △5,328 △3,802  △1,526

   投資その他の資産合計 27,700 9.5 31,654 10.8 3,954

    固定資産合計 106,086 36.5 110,453 37.6 4,367

     資産合計 290,349 100.0 293,418 100.0 3,069
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前事業年度 

(2005年３月31日) 
当事業年度 

(2006年３月31日) 
増減 

区分 金額(百万円) 
構成比 
(％) 

金額(百万円) 
構成比 
(％) 

金額(百万円)

(負債の部)  

Ⅰ 流動負債  

１ 支払手形及び買掛金 53,254 52,074  △1,180

２ 短期借入金 252 336  84

３ 未払法人税等 3,201 3,013  △187

４ 未成工事受入金 8,754 6,017  △2,736

５ 賞与引当金 10,106 9,692  △414

６ 従業員等預り金 20,999 21,435  435

７ その他 9,341 9,021  △320

    流動負債合計 105,910 36.5 101,592 34.6 △4,318

Ⅱ 固定負債  

１ 退職給付引当金 57,657 61,385  3,728

２ 役員退職慰労引当金 400 442  41

３ その他 2,744 2,798  53

    固定負債合計 60,802 20.9 64,625 22.0 3,822

     負債合計 166,713 57.4 166,218 56.6 △495

(資本の部)  

Ⅰ 資本金 10,000 3.4 10,000 3.4 0

Ⅱ 資本剰余金 73,358 25.3 73,358 25.0 0

Ⅲ 利益剰余金 39,968 13.8 42,951 14.7 2,983

Ⅳ その他有価証券評価差額金 308 0.1 890 0.3 581

     資本合計 123,635 42.6 127,200 43.4 3,565

   負債資本合計 290,349 100.0 293,418 100.0 3,069
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② 【損益計算書】 

 

 
前事業年度 

(自 2004年４月１日 
至 2005年３月31日) 

当事業年度 
(自 2005年４月１日 
至 2006年３月31日) 

増減 

区分 金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円)
百分比 
(％) 

金額(百万円) 
増減率
(％) 

Ⅰ 売上高 339,809 100.0 347,031 100.0 7,222 2.1

Ⅱ 売上原価 240,317 70.7 250,412 72.2 10,095 4.2

   売上総利益 99,492 29.3 96,618 27.8 △2,873 △2.9

Ⅲ 販売費及び一般管理費 88,883 26.2 88,297 25.4 △585 △0.7

   営業利益 10,609 3.1 8,321 2.4 △2,287 △21.6

Ⅳ 営業外収益 850 0.2 1,318 0.4 467 55.0

 １ 受取利息 21 23  2 

 ２ 受取配当金 16 26  10 

 ３ 雑収入 813 1,268  455 

Ⅴ 営業外費用 4,186 1.2 2,327 0.7 △1,858 △44.4

 １ 支払利息 217 229  11 

 ２ 売上割引 121 136  14 

 ３ たな卸資産廃棄損 2,690 1,356  △1,334 

 ４ 雑損失 1,156 605  △550 

   経常利益 7,272 2.1 7,311 2.1 38 0.5

Ⅵ 特別利益 255 0.1 897 0.3 642 251.5

１ 固定資産売却益 222 31  △190 

２ 貸倒引当金戻入額 － 865  865 

３ 会計基準変更時差異 
  処理額 

32 －  △32 

４ その他 － 0  0 

Ⅶ 特別損失 894 0.2 1,311 0.4 417 46.7

 １ 固  定  資  産  
売却損・除却損 

867 786  △81 

２ 会計基準変更時差異 
    処理額 

－ 215  215 

３ 会員権等評価損 25 19  △5 

 ４ その他 0 289  288 

   税引前当期純利益 6,634 2.0 6,897 2.0 263 4.0

   法人税、住民税及び 
   事業税 

5,031 1.5 5,444 1.6 412 8.2

   法人税等調整額 △2,765 △0.8 △3,569 △1.0 △804 29.1

   当期純利益 4,367 1.3 5,023 1.4 655 15.0

   前期繰越利益 47 17  △29 

   当期未処分利益 4,414 5,040  625 
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③ 【利益処分計算書案】 

 

 前事業年度 当事業年度 増減 

区分 金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 当期未処分利益 4,414 5,040 625

Ⅱ 任意積立金取崩額 99 89 △10

Ⅲ 利益処分額 4,497 5,109 612

 １ 配当金 2,000 2,100 100

 ２ 役員賞与金 40 35 △5

   (うち監査役賞与金) （ 2 ） （ 2 ） （ 0 ）

 ３ 任意積立金 2,457 2,974 517

Ⅳ 次期繰越利益 17 20 3
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④ 【キャッシュ・フロー計算書】 

 

 
前事業年度 

(自 2004年４月１日 
至 2005年３月31日)

当事業年度 
(自 2005年４月１日 
至 2006年３月31日) 

増減 

区分 金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー  

 １ 税引前当期純利益 6,634 6,897 263

 ２ 減価償却費 13,370 13,012 △357

 ３ 貸倒引当金の増減額(減少：△) △654 △2,207 △1,552

 ４ 賞与引当金の増減額(減少：△) 1,658 △414 △2,072

 ５ 退職給付引当金の増減額(減少：△) 3,615 3,769 154

 ６ 受取利息及び受取配当金 △37 △49 △12

 ７ 支払利息 217 229 11

 ８ 固定資産売却除却損 867 786 △81

 ９ 投資有価証券評価損(戻入額：△) 1 △0 △1

 10 預託金の純増減額(増加：△) △8,217 2,424 10,642

 11 売上債権の増減額(増加：△) △3,321 △2,742 578

 12 たな卸資産の増減額(増加：△) 5,971 2,463 △3,508

 13 仕入債務の増減額(減少：△) 2,215 △701 △2,916

 14 未成工事受入金の増減額(減少：△) △3,965 △2,736 1,229

 15 その他 △1,171 892 2,064

    小計 17,182 21,623 4,440

 16 利息及び配当金の受取額 37 49 12

 17 利息の支払額 △217 △229 △11

 18 法人税等の支払額 △3,543 △6,214 △2,671

   営業活動によるキャッシュ・フロー 13,459 15,229 1,770

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー  

 １ 短期貸付金の純増減額(増加：△) 194 98 △96

 ２ 有形固定資産の取得による支出 △11,435 △13,501 △2,066

 ３ 有形固定資産の売却による収入 661 124 △536

 ４ 無形固定資産の取得による支出 △1,079 △1,008 70

 ５ 投資有価証券の取得による支出 △839 △36 803

   投資活動によるキャッシュ・フロー △12,498 △14,324 △1,825

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー  

 １ 短期借入金の純増減額(減少：△) 152 84 △67

 ２ 長期借入金の純増減額(減少：△) 199 17 △181

３ 配当金の支払 △1,100 △2,000 △900

   財務活動によるキャッシュ・フロー △748 △1,897 △1,148

Ⅳ 現金及び現金同等物の増減額(減少：△) 211 △992 △1,204

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高 6,480 6,692 211

Ⅵ 現金及び現金同等物の期末残高 6,692 5,699 △992
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【役員の異動】（2006年 6月 15日付予定） 

 
１．代表者の異動 

該当事項はありません。 
    
２．その他の役員の異動 
（１）新任取締役候補 

該当事項はありません。 
 

（２）退任予定取締役 
該当事項はありません。 

 
（３）新任監査役候補 
 常勤監査役 慶野 順一 （ 現 管理統括部  ） 

 
（４）退任予定監査役 
 該当事項はありません。 
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